
108

（ 24 ）国際交通安全学会誌　Vol. 44,  No. 2 令和元年 10 月

　「ドローン」という言葉が一般に使われ出して久
しいが、ドローンは俗称であり、正式には「無人航
空機」（Unmanned Aerial Vehicle、あるいはUnmanned 
Aerial System）という。もともと、ラジコン飛行
機などの遠隔操縦の小型無人航空機は、大人の趣味
として昔から存在し、全国各地に愛好者が団体を組

織して、土地管理者の許可を得て飛行を楽しんでい
た。また、日本には小型の農薬散布ヘリコプターが
多く出回り、民需産業用の無人機大国でもあった。
もともと航空法には無人航空機に関する規定はな
く、個人や運用者が自主的にルールを作り、安全な
飛行を行っていた。そんな中、1990年代後半にな
ると、バッテリー、モーターの性能が向上し、それ
までアルコールを主な燃料としていたエンジン機に
加えて電動機が登場した。電動機は、エンジン機に
比べれば飛行時間は短いが、可燃性の液体燃料を使
わないため、扱いが容易である。電動機はバッテリー
能力向上とともに、2000年代に入ると一気に数を
増した。電動機も初めはエンジン機のエンジンを置
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ドローンの法規制

　1.　はじめに

き換えた固定翼タイプ、または、ヘリコプタータイ
プの航空機が多かった。しかし、センサー、マイコ
ン技術の発達とともに、多回転翼機のマルチコプ
タータイプが登場し始めた。
　「ドローン」という無人航空機は軍事用途で使わ
れていたが、2010年、フランスのParrot社から
AR. Droneという製品のマルチコプターが販売され
ヒットしたことで、世界的に「マルチコプター」が「ド
ローン」と呼ばれるようになり、さらには固定翼機
を含むあらゆる無人航空機がドローンと呼ばれるよ
うになってしまった。普及を始めたドローンは、飛
行の手軽さもあってホビー、空撮を中心に広まって
いったが、徐々に危険な飛行が目立つようになって
いった。そして、2015年4月、首相官邸の屋上でド
ローンが落下しているのが発見されたことをきっか
けに、それまで航空法をはじめ、法的な規制がなかっ
たドローンに対する法規制の議論が本格化し、その
年の12月10日にドローンのルールを新たに盛り込
んだ改正航空法が施行された。それまで自主的な
ルールで飛行させてきた趣味で飛ばすラジコン飛行
機や農薬散布ヘリコプターも、改正航空法施行以後
は、新ルールに従って飛行させなければならなく
なった。
　本稿は、ドローン、すなわち無人航空機に関する
法規制を中心に、改正航空法やその他法規における
飛行の要件、機体としての要件、また「空の産業革命」
ともいわれるドローンの将来を見据えた規制の変化
を解説する。

　2-1　「無人航空機」とは
　「無人航空機」の定義は、航空法第二条第二十二
項にある。すなわち、「無人航空機」とは、航空の
用に供することができる飛行機、回転翼航空機、
滑空機、飛行船、その他政令で定める機器であって、
構造上、人が乗ることができないもののうち、遠
隔操作または自動操縦（プログラムにより自動的
に操縦を行うことをいう）により飛行させること
ができるもの（その重量、その他の事由を勘案して、
その飛行により航空機の航行の安全並びに、地上
および水上の人および物件の安全が損なわれる恐
れがないものとして国土交通省令で定めるものを
除く）をいう。
　また、航空法に付随し、航空法の運用の細目など
を定めた航空法施行規則によると、重量が200g未

満のものは、無人航空機の対象から除外されると規
定されている。なお、ここで重量とは、無人航空機
本体の重量およびバッテリーの重量の合計であり、
バッテリー以外の取り外し可能な付属品の重量は含
まない。すなわち、200g未満は以下で示す航空法
の適用は受けない。
　2-2　無人航空機の飛行の許可が必要となる空域
　航空法には、原則として国土交通省の許可・承認
の必要がない飛行空域と飛行方法が示されている。
それ以外の航空機の飛行安全に影響を及ぼす恐れの
ある空域や、落下した場合に地上の人などに危害を
及ぼす恐れが高い空域において、無人航空機を飛行
させる場合には、国土交通大臣の許可や承認が必要
である。
　原則飛行禁止の空域は、以下の通りである（Fig.1）。
（A）空港等の周辺（進入表面等）の上空の空域
　空港および飛行場の周辺は示されている通り、飛
行禁止であるが、ビルの屋上などに設置してあるヘ
リポート周辺も禁止空域になっている。
（B）150m以上の高さの空域
　ここで150m以上の高さとは、地表からの高さを
指している。例えば、山頂から150m上空に無人航
空機を上昇させた後、山の麓まで同じ高さで飛行
させると150mを超えてしまうので、注意が必要で
ある。
（C）人口集中地区の上空
　ここでいう人口集中地区とは、毎年実施される国
勢調査で、おおむね人口が1km2当たり4,000人以上
の地域であり、DID（Densely Inhabited District）
と呼ばれている。その範囲は総務省、国土交通省、
国土地理院（地理院地図）のホームページ２）に示
されている。日本全国の3～4%が、これに該当する。
例えば、東京23区はすべて飛行禁止区域である。
注意が必要なのは、このDIDに含まれている地域
では、どれほど広い私有地があったとしても無人航
空機を無許可で飛ばすことはできないという点であ
る。また、地上とワイヤー等でつながれていても、
無人航空機として扱われる。一方、網等で四方八方
が囲まれ、無人航空機が物理的に外部に出ることが
ない空間等については屋内とされ、飛行に関する規
制はない。外部と隔離されたトンネル内も、同じ扱
いである。
　2-3　無人航空機の飛行の方法
　無人航空機を飛行させる場合、飛行させる場所に
関わらず、以下のルールを守る必要がある（Fig.2）。

Laws and Regulations on Drones

　日本国内におけるドローン、すなわち無人航空機の法規制について概観する。無人航
空機には固定翼タイプ、ヘリコプタータイプ、多回転翼機のマルチコプタータイプなど、
さまざまな形態が存在するが、2015年に改正された航空法、航空法施行規則によって、
許可を得なければ飛行させることができない条件が明文化された。一般に、離陸重量が
200g以上のものは、無人航空機として規制の対象になる。また、航空法以外の法規の遵
守も求められていることはいうまでもない。飛行の要件、機体が備えるべき機能および
性能基準など、多くの規制が存在するドローンではあるが、「空の産業革命」ともいわれ、
将来の利活用が期待され、そのための議論も官民で始まっている。

　This paper surveys laws and regulations in Japan pertaining to drones, i.e. , 
unmanned aircraft. Unmanned aircraft exist in a variety of types, such as fixed-wing, 
helicopter, and multicopter with multiple rotors. However, the Civil Aeronautics 
Act, amended in 2015, and its enforcement regulations have explicitly stipulated the 
condition that drones cannot be flown without obtaining permission. Generally 
speaking, any craft with a takeoff weight of 200g or more is subject to regulation as 
an unmanned aircraft. Needless to say, compliance with laws and regulations other 
than the Civil Aeronautics Act is also required. There are many regulations on 
drones, in areas such as flight requirements, functions which airframes should have, 
and performance standards, but drones have also been called an "industrial 
revolution of the sky." There are high expectations for utilization in the future, and 
public/private discussions to advance that goal have begun.

このルールによらず、無人航空機を飛行させようと
する場合には、あらかじめ国土交通大臣の承認を受
ける必要がある。
（1）日中（日出から日没まで）に飛行させること。
（2）目視（直接肉眼による）範囲内で、無人航空機
とその周囲を常時監視して飛行させること。
　自分の目視で見通せる範囲（目視範囲）のことを、
VLOS（Visual-Line-Of-Sight）と呼ぶ。ここでの目
視とは、無人航空機を飛行させる者本人が自分の目
で見ることをいい、補助者による目視は該当せず、
モニターを通して見ること、双眼鏡やカメラ等を
用いて見ることは目視に当たらない。特に、FPV
（First Person View）といい、一人称視点でドロー
ンからの映像を見ながら飛行させることが、空撮や
ドローンの競技会で流行っている。この場合であっ
ても、どれほど鮮明な映像が見えていても目視に当
たらない。このため、現在、完全プログラム化され
た自動飛行ドローンであっても、長距離飛行が原則
禁止されている。
（3）人（第三者）または物件（第三者の建物、自動

車など）との間に30m以上の距離を保って飛行さ
せること。
（4）祭礼、縁日など多数の人が集まる催しの上空で
飛行させないこと。
　2017年11月、岐阜県大垣市のイベント会場で「お
菓子まき」をしていたドローンが墜落して、けが人
を出した事故があった。この事故を契機に、ドロー
ンの飛行高度に応じた具体的な立ち入り禁止区画の
設置が義務付けられた。さらに、プロペラガード等
の接触時の被害を軽減する措置が義務化され、風速
制限、飛行速度制限も設けられることになった。
（5）爆発物など危険物を輸送しないこと。
（6）無人航空機から物を投下しないこと。
　投下の禁止に関しては、例えば、水や農薬等をド
ローンによって散布する場合も含まれる。
　なお、都道府県・市区町村等の地方公共団体が定
める条例等により、飛行が禁止されている場所・地
域もあるので注意が必要である。
　航空法に加えて、「国会議事堂、内閣総理大臣官
邸その他の国の重要な施設等、外国公館等及び原子

力事業所の周辺地域の上空における小型無人機等の
飛行の禁止に関する法律」（小型無人機等飛行禁止
法）が存在し、さらに、その改正法案が2019年5月
24日に公布され、6月13日に施行される。法律の名
称通り、政府の重要施設と自衛隊施設、在日米軍施
設、2019年ラグビーワールドカップ大会会場、
2020年東京オリンピック・パラリンピック大会会
場とその周辺おおむね300mの地域での小型無人機
の飛行を原則禁止している。加えて、「航空法及び
運輸安全委員会設置法の一部を改正する法律案」が
国会審議中であり、そこでは飲酒時の操縦禁止、飛
行前の点検の遵守、衝突予防の遵守、危険な飛行の
禁止、無人航空機の飛行を行う者等に対する報告徴
収・立入検査制度を新設することが挙げられている。
　2-4　航空法以外の従来法による規定
　航空法以外の法律も小型無人航空機の飛行を規制
しているので注意が必要である。
（1）電波法
　地上からドローンを操縦する電波、あるいはド
ローンを遠隔でモニタリングする通信電波の周波数
と強度は、国の許可を得る必要があり、技術基準適
合製品を使わなければならない。現在、一般にドロー
ンの操縦で使用する電波の周波数は、免許不要の
2.4GHz帯、一部は920MHz帯を使用している（産
業用ヘリコプターは一部73MHzなど）。この2.4GHz
周波数帯はいろいろな分野で使用されており、無線
LANや電子レンジなどでも使用されている。電波
の直進性が強く、そのため、機体が遮蔽物に隠れる
と、電波が遮断される可能性がある。また、使用者
同士の運用調節は不要であるという利点がある一
方、場合によっては、他の機体と混信する可能性が
あることに注意が必要である。一方、第三級陸上特
殊無線技士以上の資格を得ることによって、
2.4GHz、5.7GHzを電波出力1Wまで使用すること
ができ、また169MHz帯も、10mWまで許可される
ようになる。高周波数帯はコマンド、テレメトリ、
画像伝送の使用に向き、低周波数は遮蔽物にも強く、
長距離伝送が可能であるため、バックアップ用とし
て適している。ちなみに、携帯電話等をドローンに
搭載して、大容量かつ長距離の通信を確保しようと
考えることがある。この場合、携帯電話等事業者を
主に対象とした実用化試験局の免許手続きが必要で
ある。携帯電話等は地上での利用を前提に設計され
た無線局であり、この手続きなしでは、上空で利用
することはできない。

（2）個人情報保護法
　総務省は2015年6月に「ドローンによる撮影映像
等のインターネット上での取扱に係わるガイドライ
ン」を発表した。ドローンで撮影した画像を非撮影
者などに許可なくインターネットなどで不特定多数
の人に公開すると、個人情報保護法違反になる場合
がある。ただし、同意を得ることが難しい場合、ガ
イドライン中では、
① 住宅地にカメラを向けないようにするなど撮影
態様に配慮すること。

② プライバシー侵害の可能性がある撮影映像等に
ぼかしを入れるなどの配慮をすること。

③ 撮影映像等をインターネット上で公開するサー
ビスを提供する電気通信事業者においては、削
除依頼への対応を適切に行うこと。

の3点を具体的に注意すべき事項として挙げている。
（3）道路交通法
　道路上の人、車両などの通行や安全に影響する行
為に関しては、所轄警察から許可を得る必要がある。
例えば、道路上空を横切る飛行をドローンにさせる
場合、これに該当する可能性がある。
（4）民法
　民法第207条に「土地の所有権は、法令の制限内
において、その土地の上下に及ぶ」との条文があり、
無断で他人の土地の上空飛行はできない。
（5）刑法
　不注意により鉄道、船舶などの安全な往来や破損
事故などを起こした場合、「過失往来危険罪」に問
われることがある。
（6）廃棄物の処理および清掃に関する法律（廃棄物
処理法）
　電子回路を含むドローンの廃棄に注意が必要なの
はいうまでもないが、墜落して場所がわからなく
なったドローンを放置しておくと不法投棄と見なさ
れる可能性がある。墜落によってバッテリーが損傷
し発火する可能性もあるので注意が必要である。
　2-5　操縦ライセンスと保険
　日本は国として、小型無人航空機の操縦に免許、
ライセンスを定めていない。しかし、既述の禁止事
項の飛行を許可する条件の一つに、最低10時間の
操縦経験があることが求められている。すなわち、
自動車運転免許のような免許による資格ではなく、
知識や経験のレベルを求めている。なお、10時間
という経験は許可申請に当たり、本人が申告するこ
とになっており、許可申請書に記入する。

Unmanned Traffic Management）システムの開発
である。都市部を複数のドローンが飛び交うことを
可能とする飛行ルール作りが始まっている。

　本稿では、航空法が改正された、2015年12月以
降の無人航空機の法規制の要点を示した。ドローン
は空の産業革命とも呼ばれ、将来性の期待が大きい。
それゆえに、正しくドローンのことを知り、正しい
知識を持った上で、利活用の議論がされていくこと
を期待している。
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ず、常時、不具合発生時等において、無人航空
機を飛行させる者が機体を安全に着陸させられ
るよう、強制的に操作介入ができる設計である
こと。

　3-2　最大離陸重量25kg以上の無人航空機
　最大離陸重量が25kg以上の無人航空機について
は、前述の全ての無人航空機が備えるべき機能およ
び性能の基準に加え、次に掲げる基準にも適合する
必要がある。
（1） 想定される全ての運用に耐え得る堅牢性を有す
ること。
（2） 機体を整備することにより、100時間以上の飛
行に耐え得る耐久性を有すること。
（3） 機体と操縦装置との間の通信は、他の機器に悪
影響を与えないこと。
（4）  発動機、モーターまたはプロペラ（ローター）
が故障した後、これらの破損した部品が飛散する恐
れができる限り少ない構造であること。
（5） 事故発生時に、その原因調査をするための飛行
諸元を記録できる機能を有すること。
（6） 以下の想定される不具合モードに対し、適切な
フェールセーフ機能を有すること。
①通信系統に関して、
　・電波状況の悪化による通信不通
　・操縦装置の故障
　・他の操縦装置との混信
　・送受信機の故障
②推進系統に関して、発動機の場合は、
　・発動機の出力の低下または停止
　・不時回転数上昇
　電動の場合は、
　・モーターの回転数の減少、停止
　・モーターの回転数上昇
③電源系統に関して、
　・機体の主電源消失
　・操縦装置の主電源消失
④自動制御系統に関して、
　・制御計算機の故障
　以上のように、基準は最大離陸重量25kgを境に
分けられている。現在市販されているほぼ全てのド
ローンの離陸重量は25kg未満の小型・軽量であり、
それら多くの実績により、上記基準のうち、全ての
無人航空機が備えるべき機能および性能に関する基
準は、明確化されているといっても良い。一方、最
近の産業用ドローンの一つの傾向として大型化がみ

られる。例えば、物資輸送や農薬散布ドローンは性
能を上げるために大型化している。しかし、最大離
陸重量25kg以上のドローンの基準が具体化してい
ないために、多くのドローンの離陸重量が25kgに
抑えられており、大型ドローンの耐空証明（安全基
準）、型式証明（機体認証・製造認証）、許可承認要
件等の制度検討が必要である。

　規制ばかりが注目されるドローンであるが、その
利活用は大きな可能性を秘めているのはいうまでも
ない。2015年11月、安倍晋三首相は「早ければ3
年以内に小型無人機（ドローン）を使った荷物配送
を可能にする」と述べ、物流や運搬におけるドロー
ンの本格活用の検討が本格化した。それを受け、
2015年12月から2018年12月にかけて内閣府で「小
型無人機に係る環境整備に向けた官民協議会」が定
期的に開かれた。この官民協議会において、小型無
人航空機の安全な利活用のための技術開発と環境整
備に関する「空の産業革命に向けたロードマップ」
（Fig.5）が定められた。
　ロードマップでは、ドローンの飛行形態を以下の
4つのレベルに分けている。
レベル1：目視内での操縦飛行
レベル2：目視内での自動・自律飛行
レベル3：無人地帯（第三者が立ち入る可能性の低
い山、海水域、河川・湖沼、森林等）での目視外飛行（補
助者の配置なし）
レベル４：有人地帯（第三者上空）での目視外飛行（補
助者の配置なし）
　その上で、2020年代後半以降の有人地帯におけ
る完全自律ドローンの飛行に向けてのロードマップ
とガイドラインが示された。
　現在、レベル1からレベル2による目視内飛行は
趣味、産業用途を問わず、既に活用が進められて
いるが、レベル3からレベル4の目視外飛行を行う
にあたっては、上述の目視を代替する機能が必要
である。レベル3に対しては、国土交通省は「無人
航空機の目視外飛行に関する要件」（Fig.6）を明ら
かにした。これを受けて、2018年からレベル3相当
の目視外飛行の試験が始まった。レベル3からレベ
ル4を実現する環境整備のための研究開発も始まっ
ている。その代表が、空域内を飛行する複数のド
ローンの情報を集約し、ドローンの飛行申請・許可、
運行管理を統合的に行う無人航空機管制（UTM、 

　現在、複数の民間団体が独自にドローンの認定資
格を設けており、全国に操縦訓練校が多く存在して
いる。そこでは、初心者レベルから高度なレベルま
でを対象に、独自のカリキュラムによる法規、技術、
気象、操縦実技などの教育訓練が実施されている。
これらスクールでドローンについて講習を受けるこ
とは許可申請時に役に立ち、また一部の書類を省略
できる場合もあり、自らの技能を証明することにも
なる。
　諸外国においては、欧州は各国ごとに異なるルー
ルを定めており、国によって若干の違いがあるもの
の、おおむねわが国と大きな違いはない。一方、米
国にも飛行に関するルールが存在することに加え、
商業目的で小型無人航空機を飛行させる場合、
FAA（連邦航空局）認定のライセンスが必要である。
また、個人が趣味等の目的で飛行させる場合、全て
の機体（0.55lb.（約250g）以上55lb.（約25kg）未満）
を登録し、発行された登録証を携帯し、また登録番
号シールを機体に添付する必要がある。
　最近、世界的にドローンの事故に対する第三者へ
の対人・対物賠償、自損に対する補償などの目的で、
いわゆる「ドローン保険」が生まれ、加入者が増え
ている。加入を義務付ける国も多いが、日本では法

的な義務付けは存在しない。ただし、国土交通省の
ガイドラインには、不測の事態に備え、保険に加入
しておくことを推奨している。保険会社からは、さ
まざまな条件のドローン保険が売り出されるととも
に、ドローンメーカーや販売店がドローンとセット
で保険を販売することもあるようである。
　2-6　改正航空法の運用状況
　Fig.3によると、2015年12月に改正航空法が施行
された後に、小型無人航空機の飛行許可申請件数は
徐々に増加しているが、2018年4月にオンライン申
請が可能となったことで、一気にその数が増した。
また、Fig.4によると、許可を求める項目で最も多
いのは、人口集中地区（DID）での飛行と、第三者
の人、または物件との間の飛行距離が30m以内に
なることへの許可である。飛行の目的は空撮が最も
多く、測量、インフラ点検・保守と続く。また、ほ
ぼすべてのドローンが保険に加入しているのがわか
る。
　また、国土交通省は、事故等情報の義務報告制度
や、いわゆるヒヤリ・ハット情報の報告の仕組み、
事故等情報の収集・分析システムの構築を進めてい
る。これまで国土交通省に寄せられた事故報告は、
「ドローン情報基盤システム（Drone/UAS Information Platform System）」４）で公開されている。

　2015年12月に改正航空法が施行されたことに伴
い、国土交通省は「無人航空機の飛行に関する許可・
承認の審査要領」を制定した。そこには、無人航空
機が備えるべき機能および性能に関する基準が定め
られている。これら基準に適合した一定の型式の無
人航空機については、国土交通省が「基準適合機」
として認め、飛行許可申請の際に機体および操縦装
置の性能を示す資料の一部を省略することが認めら
れている。
　3-1　全ての無人航空機
　全ての無人航空機が備えるべき機能および性能に
関する基準は、以下の通りである。
（1） 鋭利な突起物のない構造であること（構造上、
必要なものを除く）。
（2）無人航空機の位置および向きが正確に視認でき
る灯火、または表示等を有していること。
（3） 無人航空機を飛行させる者が燃料、またはバッ
テリーの状態を確認できること。
（4） 遠隔操作により飛行させることができる無人航
空機の場合には、上記（1）～（3）の基準に加え、

①特別な操作技術、または過度な注意力を要する
ことなく、安定した離陸および着陸ができるこ
と。

②特別な操作技術、または過度な注意力を要する
ことなく、安定した飛行（上昇、前後移動、水
平方向の飛行、ホバリング（回転翼航空機に限
る）、下降等）ができること。

③緊急時に機体が暴走しないよう、操縦装置の主
電源の切断、または同等な手段により、モーター
または発動機を停止できること。

④操縦装置は、操作の誤りの恐れができる限り少
ないようにしたものであること。

⑤操縦装置により適切に無人航空機を制御できる
こと。

（5）自動操縦により飛行させることができる無人航
空機の場合には、上記（1）～（3）の基準に加え、
①自動操縦システム（自動操縦により飛行させる
ためのシステム）により、安定した離陸および
着陸ができること。

②自動操縦システムにより、安定した飛行（上昇、
前後移動、水平方向の飛行、ホバリング（回転
翼航空機に限る）、下降等）ができること。

③あらかじめ設定された飛行プログラムに関わら
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　「ドローン」という言葉が一般に使われ出して久
しいが、ドローンは俗称であり、正式には「無人航
空機」（Unmanned Aerial Vehicle、あるいはUnmanned 
Aerial System）という。もともと、ラジコン飛行
機などの遠隔操縦の小型無人航空機は、大人の趣味
として昔から存在し、全国各地に愛好者が団体を組

織して、土地管理者の許可を得て飛行を楽しんでい
た。また、日本には小型の農薬散布ヘリコプターが
多く出回り、民需産業用の無人機大国でもあった。
もともと航空法には無人航空機に関する規定はな
く、個人や運用者が自主的にルールを作り、安全な
飛行を行っていた。そんな中、1990年代後半にな
ると、バッテリー、モーターの性能が向上し、それ
までアルコールを主な燃料としていたエンジン機に
加えて電動機が登場した。電動機は、エンジン機に
比べれば飛行時間は短いが、可燃性の液体燃料を使
わないため、扱いが容易である。電動機はバッテリー
能力向上とともに、2000年代に入ると一気に数を
増した。電動機も初めはエンジン機のエンジンを置
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き換えた固定翼タイプ、または、ヘリコプタータイ
プの航空機が多かった。しかし、センサー、マイコ
ン技術の発達とともに、多回転翼機のマルチコプ
タータイプが登場し始めた。
　「ドローン」という無人航空機は軍事用途で使わ
れていたが、2010年、フランスのParrot社から
AR. Droneという製品のマルチコプターが販売され
ヒットしたことで、世界的に「マルチコプター」が「ド
ローン」と呼ばれるようになり、さらには固定翼機
を含むあらゆる無人航空機がドローンと呼ばれるよ
うになってしまった。普及を始めたドローンは、飛
行の手軽さもあってホビー、空撮を中心に広まって
いったが、徐々に危険な飛行が目立つようになって
いった。そして、2015年4月、首相官邸の屋上でド
ローンが落下しているのが発見されたことをきっか
けに、それまで航空法をはじめ、法的な規制がなかっ
たドローンに対する法規制の議論が本格化し、その
年の12月10日にドローンのルールを新たに盛り込
んだ改正航空法が施行された。それまで自主的な
ルールで飛行させてきた趣味で飛ばすラジコン飛行
機や農薬散布ヘリコプターも、改正航空法施行以後
は、新ルールに従って飛行させなければならなく
なった。
　本稿は、ドローン、すなわち無人航空機に関する
法規制を中心に、改正航空法やその他法規における
飛行の要件、機体としての要件、また「空の産業革命」
ともいわれるドローンの将来を見据えた規制の変化
を解説する。

　2-1　「無人航空機」とは
　「無人航空機」の定義は、航空法第二条第二十二
項にある。すなわち、「無人航空機」とは、航空の
用に供することができる飛行機、回転翼航空機、
滑空機、飛行船、その他政令で定める機器であって、
構造上、人が乗ることができないもののうち、遠
隔操作または自動操縦（プログラムにより自動的
に操縦を行うことをいう）により飛行させること
ができるもの（その重量、その他の事由を勘案して、
その飛行により航空機の航行の安全並びに、地上
および水上の人および物件の安全が損なわれる恐
れがないものとして国土交通省令で定めるものを
除く）をいう。
　また、航空法に付随し、航空法の運用の細目など
を定めた航空法施行規則によると、重量が200g未

満のものは、無人航空機の対象から除外されると規
定されている。なお、ここで重量とは、無人航空機
本体の重量およびバッテリーの重量の合計であり、
バッテリー以外の取り外し可能な付属品の重量は含
まない。すなわち、200g未満は以下で示す航空法
の適用は受けない。
　2-2　無人航空機の飛行の許可が必要となる空域
　航空法には、原則として国土交通省の許可・承認
の必要がない飛行空域と飛行方法が示されている。
それ以外の航空機の飛行安全に影響を及ぼす恐れの
ある空域や、落下した場合に地上の人などに危害を
及ぼす恐れが高い空域において、無人航空機を飛行
させる場合には、国土交通大臣の許可や承認が必要
である。
　原則飛行禁止の空域は、以下の通りである（Fig.1）。
（A）空港等の周辺（進入表面等）の上空の空域
　空港および飛行場の周辺は示されている通り、飛
行禁止であるが、ビルの屋上などに設置してあるヘ
リポート周辺も禁止空域になっている。
（B）150m以上の高さの空域
　ここで150m以上の高さとは、地表からの高さを
指している。例えば、山頂から150m上空に無人航
空機を上昇させた後、山の麓まで同じ高さで飛行
させると150mを超えてしまうので、注意が必要で
ある。
（C）人口集中地区の上空
　ここでいう人口集中地区とは、毎年実施される国
勢調査で、おおむね人口が1km2当たり4,000人以上
の地域であり、DID（Densely Inhabited District）
と呼ばれている。その範囲は総務省、国土交通省、
国土地理院（地理院地図）のホームページ２）に示
されている。日本全国の3～4%が、これに該当する。
例えば、東京23区はすべて飛行禁止区域である。
注意が必要なのは、このDIDに含まれている地域
では、どれほど広い私有地があったとしても無人航
空機を無許可で飛ばすことはできないという点であ
る。また、地上とワイヤー等でつながれていても、
無人航空機として扱われる。一方、網等で四方八方
が囲まれ、無人航空機が物理的に外部に出ることが
ない空間等については屋内とされ、飛行に関する規
制はない。外部と隔離されたトンネル内も、同じ扱
いである。
　2-3　無人航空機の飛行の方法
　無人航空機を飛行させる場合、飛行させる場所に
関わらず、以下のルールを守る必要がある（Fig.2）。

このルールによらず、無人航空機を飛行させようと
する場合には、あらかじめ国土交通大臣の承認を受
ける必要がある。
（1）日中（日出から日没まで）に飛行させること。
（2）目視（直接肉眼による）範囲内で、無人航空機
とその周囲を常時監視して飛行させること。
　自分の目視で見通せる範囲（目視範囲）のことを、
VLOS（Visual-Line-Of-Sight）と呼ぶ。ここでの目
視とは、無人航空機を飛行させる者本人が自分の目
で見ることをいい、補助者による目視は該当せず、
モニターを通して見ること、双眼鏡やカメラ等を
用いて見ることは目視に当たらない。特に、FPV
（First Person View）といい、一人称視点でドロー
ンからの映像を見ながら飛行させることが、空撮や
ドローンの競技会で流行っている。この場合であっ
ても、どれほど鮮明な映像が見えていても目視に当
たらない。このため、現在、完全プログラム化され
た自動飛行ドローンであっても、長距離飛行が原則
禁止されている。
（3）人（第三者）または物件（第三者の建物、自動

車など）との間に30m以上の距離を保って飛行さ
せること。
（4）祭礼、縁日など多数の人が集まる催しの上空で
飛行させないこと。
　2017年11月、岐阜県大垣市のイベント会場で「お
菓子まき」をしていたドローンが墜落して、けが人
を出した事故があった。この事故を契機に、ドロー
ンの飛行高度に応じた具体的な立ち入り禁止区画の
設置が義務付けられた。さらに、プロペラガード等
の接触時の被害を軽減する措置が義務化され、風速
制限、飛行速度制限も設けられることになった。
（5）爆発物など危険物を輸送しないこと。
（6）無人航空機から物を投下しないこと。
　投下の禁止に関しては、例えば、水や農薬等をド
ローンによって散布する場合も含まれる。
　なお、都道府県・市区町村等の地方公共団体が定
める条例等により、飛行が禁止されている場所・地
域もあるので注意が必要である。
　航空法に加えて、「国会議事堂、内閣総理大臣官
邸その他の国の重要な施設等、外国公館等及び原子

力事業所の周辺地域の上空における小型無人機等の
飛行の禁止に関する法律」（小型無人機等飛行禁止
法）が存在し、さらに、その改正法案が2019年5月
24日に公布され、6月13日に施行される。法律の名
称通り、政府の重要施設と自衛隊施設、在日米軍施
設、2019年ラグビーワールドカップ大会会場、
2020年東京オリンピック・パラリンピック大会会
場とその周辺おおむね300mの地域での小型無人機
の飛行を原則禁止している。加えて、「航空法及び
運輸安全委員会設置法の一部を改正する法律案」が
国会審議中であり、そこでは飲酒時の操縦禁止、飛
行前の点検の遵守、衝突予防の遵守、危険な飛行の
禁止、無人航空機の飛行を行う者等に対する報告徴
収・立入検査制度を新設することが挙げられている。
　2-4　航空法以外の従来法による規定
　航空法以外の法律も小型無人航空機の飛行を規制
しているので注意が必要である。
（1）電波法
　地上からドローンを操縦する電波、あるいはド
ローンを遠隔でモニタリングする通信電波の周波数
と強度は、国の許可を得る必要があり、技術基準適
合製品を使わなければならない。現在、一般にドロー
ンの操縦で使用する電波の周波数は、免許不要の
2.4GHz帯、一部は920MHz帯を使用している（産
業用ヘリコプターは一部73MHzなど）。この2.4GHz
周波数帯はいろいろな分野で使用されており、無線
LANや電子レンジなどでも使用されている。電波
の直進性が強く、そのため、機体が遮蔽物に隠れる
と、電波が遮断される可能性がある。また、使用者
同士の運用調節は不要であるという利点がある一
方、場合によっては、他の機体と混信する可能性が
あることに注意が必要である。一方、第三級陸上特
殊無線技士以上の資格を得ることによって、
2.4GHz、5.7GHzを電波出力1Wまで使用すること
ができ、また169MHz帯も、10mWまで許可される
ようになる。高周波数帯はコマンド、テレメトリ、
画像伝送の使用に向き、低周波数は遮蔽物にも強く、
長距離伝送が可能であるため、バックアップ用とし
て適している。ちなみに、携帯電話等をドローンに
搭載して、大容量かつ長距離の通信を確保しようと
考えることがある。この場合、携帯電話等事業者を
主に対象とした実用化試験局の免許手続きが必要で
ある。携帯電話等は地上での利用を前提に設計され
た無線局であり、この手続きなしでは、上空で利用
することはできない。

（2）個人情報保護法
　総務省は2015年6月に「ドローンによる撮影映像
等のインターネット上での取扱に係わるガイドライ
ン」を発表した。ドローンで撮影した画像を非撮影
者などに許可なくインターネットなどで不特定多数
の人に公開すると、個人情報保護法違反になる場合
がある。ただし、同意を得ることが難しい場合、ガ
イドライン中では、
① 住宅地にカメラを向けないようにするなど撮影
態様に配慮すること。

② プライバシー侵害の可能性がある撮影映像等に
ぼかしを入れるなどの配慮をすること。

③ 撮影映像等をインターネット上で公開するサー
ビスを提供する電気通信事業者においては、削
除依頼への対応を適切に行うこと。

の3点を具体的に注意すべき事項として挙げている。
（3）道路交通法
　道路上の人、車両などの通行や安全に影響する行
為に関しては、所轄警察から許可を得る必要がある。
例えば、道路上空を横切る飛行をドローンにさせる
場合、これに該当する可能性がある。
（4）民法
　民法第207条に「土地の所有権は、法令の制限内
において、その土地の上下に及ぶ」との条文があり、
無断で他人の土地の上空飛行はできない。
（5）刑法
　不注意により鉄道、船舶などの安全な往来や破損
事故などを起こした場合、「過失往来危険罪」に問
われることがある。
（6）廃棄物の処理および清掃に関する法律（廃棄物
処理法）
　電子回路を含むドローンの廃棄に注意が必要なの
はいうまでもないが、墜落して場所がわからなく
なったドローンを放置しておくと不法投棄と見なさ
れる可能性がある。墜落によってバッテリーが損傷
し発火する可能性もあるので注意が必要である。
　2-5　操縦ライセンスと保険
　日本は国として、小型無人航空機の操縦に免許、
ライセンスを定めていない。しかし、既述の禁止事
項の飛行を許可する条件の一つに、最低10時間の
操縦経験があることが求められている。すなわち、
自動車運転免許のような免許による資格ではなく、
知識や経験のレベルを求めている。なお、10時間
という経験は許可申請に当たり、本人が申告するこ
とになっており、許可申請書に記入する。

Unmanned Traffic Management）システムの開発
である。都市部を複数のドローンが飛び交うことを
可能とする飛行ルール作りが始まっている。

　本稿では、航空法が改正された、2015年12月以
降の無人航空機の法規制の要点を示した。ドローン
は空の産業革命とも呼ばれ、将来性の期待が大きい。
それゆえに、正しくドローンのことを知り、正しい
知識を持った上で、利活用の議論がされていくこと
を期待している。
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ず、常時、不具合発生時等において、無人航空
機を飛行させる者が機体を安全に着陸させられ
るよう、強制的に操作介入ができる設計である
こと。

　3-2　最大離陸重量25kg以上の無人航空機
　最大離陸重量が25kg以上の無人航空機について
は、前述の全ての無人航空機が備えるべき機能およ
び性能の基準に加え、次に掲げる基準にも適合する
必要がある。
（1） 想定される全ての運用に耐え得る堅牢性を有す
ること。
（2） 機体を整備することにより、100時間以上の飛
行に耐え得る耐久性を有すること。
（3） 機体と操縦装置との間の通信は、他の機器に悪
影響を与えないこと。
（4）  発動機、モーターまたはプロペラ（ローター）
が故障した後、これらの破損した部品が飛散する恐
れができる限り少ない構造であること。
（5） 事故発生時に、その原因調査をするための飛行
諸元を記録できる機能を有すること。
（6） 以下の想定される不具合モードに対し、適切な
フェールセーフ機能を有すること。
①通信系統に関して、
　・電波状況の悪化による通信不通
　・操縦装置の故障
　・他の操縦装置との混信
　・送受信機の故障
②推進系統に関して、発動機の場合は、
　・発動機の出力の低下または停止
　・不時回転数上昇
　電動の場合は、
　・モーターの回転数の減少、停止
　・モーターの回転数上昇
③電源系統に関して、
　・機体の主電源消失
　・操縦装置の主電源消失
④自動制御系統に関して、
　・制御計算機の故障
　以上のように、基準は最大離陸重量25kgを境に
分けられている。現在市販されているほぼ全てのド
ローンの離陸重量は25kg未満の小型・軽量であり、
それら多くの実績により、上記基準のうち、全ての
無人航空機が備えるべき機能および性能に関する基
準は、明確化されているといっても良い。一方、最
近の産業用ドローンの一つの傾向として大型化がみ

られる。例えば、物資輸送や農薬散布ドローンは性
能を上げるために大型化している。しかし、最大離
陸重量25kg以上のドローンの基準が具体化してい
ないために、多くのドローンの離陸重量が25kgに
抑えられており、大型ドローンの耐空証明（安全基
準）、型式証明（機体認証・製造認証）、許可承認要
件等の制度検討が必要である。

　規制ばかりが注目されるドローンであるが、その
利活用は大きな可能性を秘めているのはいうまでも
ない。2015年11月、安倍晋三首相は「早ければ3
年以内に小型無人機（ドローン）を使った荷物配送
を可能にする」と述べ、物流や運搬におけるドロー
ンの本格活用の検討が本格化した。それを受け、
2015年12月から2018年12月にかけて内閣府で「小
型無人機に係る環境整備に向けた官民協議会」が定
期的に開かれた。この官民協議会において、小型無
人航空機の安全な利活用のための技術開発と環境整
備に関する「空の産業革命に向けたロードマップ」
（Fig.5）が定められた。
　ロードマップでは、ドローンの飛行形態を以下の
4つのレベルに分けている。
レベル1：目視内での操縦飛行
レベル2：目視内での自動・自律飛行
レベル3：無人地帯（第三者が立ち入る可能性の低
い山、海水域、河川・湖沼、森林等）での目視外飛行（補
助者の配置なし）
レベル４：有人地帯（第三者上空）での目視外飛行（補
助者の配置なし）
　その上で、2020年代後半以降の有人地帯におけ
る完全自律ドローンの飛行に向けてのロードマップ
とガイドラインが示された。
　現在、レベル1からレベル2による目視内飛行は
趣味、産業用途を問わず、既に活用が進められて
いるが、レベル3からレベル4の目視外飛行を行う
にあたっては、上述の目視を代替する機能が必要
である。レベル3に対しては、国土交通省は「無人
航空機の目視外飛行に関する要件」（Fig.6）を明ら
かにした。これを受けて、2018年からレベル3相当
の目視外飛行の試験が始まった。レベル3からレベ
ル4を実現する環境整備のための研究開発も始まっ
ている。その代表が、空域内を飛行する複数のド
ローンの情報を集約し、ドローンの飛行申請・許可、
運行管理を統合的に行う無人航空機管制（UTM、 

　現在、複数の民間団体が独自にドローンの認定資
格を設けており、全国に操縦訓練校が多く存在して
いる。そこでは、初心者レベルから高度なレベルま
でを対象に、独自のカリキュラムによる法規、技術、
気象、操縦実技などの教育訓練が実施されている。
これらスクールでドローンについて講習を受けるこ
とは許可申請時に役に立ち、また一部の書類を省略
できる場合もあり、自らの技能を証明することにも
なる。
　諸外国においては、欧州は各国ごとに異なるルー
ルを定めており、国によって若干の違いがあるもの
の、おおむねわが国と大きな違いはない。一方、米
国にも飛行に関するルールが存在することに加え、
商業目的で小型無人航空機を飛行させる場合、
FAA（連邦航空局）認定のライセンスが必要である。
また、個人が趣味等の目的で飛行させる場合、全て
の機体（0.55lb.（約250g）以上55lb.（約25kg）未満）
を登録し、発行された登録証を携帯し、また登録番
号シールを機体に添付する必要がある。
　最近、世界的にドローンの事故に対する第三者へ
の対人・対物賠償、自損に対する補償などの目的で、
いわゆる「ドローン保険」が生まれ、加入者が増え
ている。加入を義務付ける国も多いが、日本では法

的な義務付けは存在しない。ただし、国土交通省の
ガイドラインには、不測の事態に備え、保険に加入
しておくことを推奨している。保険会社からは、さ
まざまな条件のドローン保険が売り出されるととも
に、ドローンメーカーや販売店がドローンとセット
で保険を販売することもあるようである。
　2-6　改正航空法の運用状況
　Fig.3によると、2015年12月に改正航空法が施行
された後に、小型無人航空機の飛行許可申請件数は
徐々に増加しているが、2018年4月にオンライン申
請が可能となったことで、一気にその数が増した。
また、Fig.4によると、許可を求める項目で最も多
いのは、人口集中地区（DID）での飛行と、第三者
の人、または物件との間の飛行距離が30m以内に
なることへの許可である。飛行の目的は空撮が最も
多く、測量、インフラ点検・保守と続く。また、ほ
ぼすべてのドローンが保険に加入しているのがわか
る。
　また、国土交通省は、事故等情報の義務報告制度
や、いわゆるヒヤリ・ハット情報の報告の仕組み、
事故等情報の収集・分析システムの構築を進めてい
る。これまで国土交通省に寄せられた事故報告は、
「ドローン情報基盤システム（Drone/UAS Information Platform System）」４）で公開されている。

　2015年12月に改正航空法が施行されたことに伴
い、国土交通省は「無人航空機の飛行に関する許可・
承認の審査要領」を制定した。そこには、無人航空
機が備えるべき機能および性能に関する基準が定め
られている。これら基準に適合した一定の型式の無
人航空機については、国土交通省が「基準適合機」
として認め、飛行許可申請の際に機体および操縦装
置の性能を示す資料の一部を省略することが認めら
れている。
　3-1　全ての無人航空機
　全ての無人航空機が備えるべき機能および性能に
関する基準は、以下の通りである。
（1） 鋭利な突起物のない構造であること（構造上、
必要なものを除く）。
（2）無人航空機の位置および向きが正確に視認でき
る灯火、または表示等を有していること。
（3） 無人航空機を飛行させる者が燃料、またはバッ
テリーの状態を確認できること。
（4） 遠隔操作により飛行させることができる無人航
空機の場合には、上記（1）～（3）の基準に加え、

①特別な操作技術、または過度な注意力を要する
ことなく、安定した離陸および着陸ができるこ
と。

②特別な操作技術、または過度な注意力を要する
ことなく、安定した飛行（上昇、前後移動、水
平方向の飛行、ホバリング（回転翼航空機に限
る）、下降等）ができること。

③緊急時に機体が暴走しないよう、操縦装置の主
電源の切断、または同等な手段により、モーター
または発動機を停止できること。

④操縦装置は、操作の誤りの恐れができる限り少
ないようにしたものであること。

⑤操縦装置により適切に無人航空機を制御できる
こと。

（5）自動操縦により飛行させることができる無人航
空機の場合には、上記（1）～（3）の基準に加え、
①自動操縦システム（自動操縦により飛行させる
ためのシステム）により、安定した離陸および
着陸ができること。

②自動操縦システムにより、安定した飛行（上昇、
前後移動、水平方向の飛行、ホバリング（回転
翼航空機に限る）、下降等）ができること。

③あらかじめ設定された飛行プログラムに関わら



　「ドローン」という言葉が一般に使われ出して久
しいが、ドローンは俗称であり、正式には「無人航
空機」（Unmanned Aerial Vehicle、あるいはUnmanned 
Aerial System）という。もともと、ラジコン飛行
機などの遠隔操縦の小型無人航空機は、大人の趣味
として昔から存在し、全国各地に愛好者が団体を組

織して、土地管理者の許可を得て飛行を楽しんでい
た。また、日本には小型の農薬散布ヘリコプターが
多く出回り、民需産業用の無人機大国でもあった。
もともと航空法には無人航空機に関する規定はな
く、個人や運用者が自主的にルールを作り、安全な
飛行を行っていた。そんな中、1990年代後半にな
ると、バッテリー、モーターの性能が向上し、それ
までアルコールを主な燃料としていたエンジン機に
加えて電動機が登場した。電動機は、エンジン機に
比べれば飛行時間は短いが、可燃性の液体燃料を使
わないため、扱いが容易である。電動機はバッテリー
能力向上とともに、2000年代に入ると一気に数を
増した。電動機も初めはエンジン機のエンジンを置

き換えた固定翼タイプ、または、ヘリコプタータイ
プの航空機が多かった。しかし、センサー、マイコ
ン技術の発達とともに、多回転翼機のマルチコプ
タータイプが登場し始めた。
　「ドローン」という無人航空機は軍事用途で使わ
れていたが、2010年、フランスのParrot社から
AR. Droneという製品のマルチコプターが販売され
ヒットしたことで、世界的に「マルチコプター」が「ド
ローン」と呼ばれるようになり、さらには固定翼機
を含むあらゆる無人航空機がドローンと呼ばれるよ
うになってしまった。普及を始めたドローンは、飛
行の手軽さもあってホビー、空撮を中心に広まって
いったが、徐々に危険な飛行が目立つようになって
いった。そして、2015年4月、首相官邸の屋上でド
ローンが落下しているのが発見されたことをきっか
けに、それまで航空法をはじめ、法的な規制がなかっ
たドローンに対する法規制の議論が本格化し、その
年の12月10日にドローンのルールを新たに盛り込
んだ改正航空法が施行された。それまで自主的な
ルールで飛行させてきた趣味で飛ばすラジコン飛行
機や農薬散布ヘリコプターも、改正航空法施行以後
は、新ルールに従って飛行させなければならなく
なった。
　本稿は、ドローン、すなわち無人航空機に関する
法規制を中心に、改正航空法やその他法規における
飛行の要件、機体としての要件、また「空の産業革命」
ともいわれるドローンの将来を見据えた規制の変化
を解説する。

　2-1　「無人航空機」とは
　「無人航空機」の定義は、航空法第二条第二十二
項にある。すなわち、「無人航空機」とは、航空の
用に供することができる飛行機、回転翼航空機、
滑空機、飛行船、その他政令で定める機器であって、
構造上、人が乗ることができないもののうち、遠
隔操作または自動操縦（プログラムにより自動的
に操縦を行うことをいう）により飛行させること
ができるもの（その重量、その他の事由を勘案して、
その飛行により航空機の航行の安全並びに、地上
および水上の人および物件の安全が損なわれる恐
れがないものとして国土交通省令で定めるものを
除く）をいう。
　また、航空法に付随し、航空法の運用の細目など
を定めた航空法施行規則によると、重量が200g未

満のものは、無人航空機の対象から除外されると規
定されている。なお、ここで重量とは、無人航空機
本体の重量およびバッテリーの重量の合計であり、
バッテリー以外の取り外し可能な付属品の重量は含
まない。すなわち、200g未満は以下で示す航空法
の適用は受けない。
　2-2　無人航空機の飛行の許可が必要となる空域
　航空法には、原則として国土交通省の許可・承認
の必要がない飛行空域と飛行方法が示されている。
それ以外の航空機の飛行安全に影響を及ぼす恐れの
ある空域や、落下した場合に地上の人などに危害を
及ぼす恐れが高い空域において、無人航空機を飛行
させる場合には、国土交通大臣の許可や承認が必要
である。
　原則飛行禁止の空域は、以下の通りである（Fig.1）。
（A）空港等の周辺（進入表面等）の上空の空域
　空港および飛行場の周辺は示されている通り、飛
行禁止であるが、ビルの屋上などに設置してあるヘ
リポート周辺も禁止空域になっている。
（B）150m以上の高さの空域
　ここで150m以上の高さとは、地表からの高さを
指している。例えば、山頂から150m上空に無人航
空機を上昇させた後、山の麓まで同じ高さで飛行
させると150mを超えてしまうので、注意が必要で
ある。
（C）人口集中地区の上空
　ここでいう人口集中地区とは、毎年実施される国
勢調査で、おおむね人口が1km2当たり4,000人以上
の地域であり、DID（Densely Inhabited District）
と呼ばれている。その範囲は総務省、国土交通省、
国土地理院（地理院地図）のホームページ２）に示
されている。日本全国の3～4%が、これに該当する。
例えば、東京23区はすべて飛行禁止区域である。
注意が必要なのは、このDIDに含まれている地域
では、どれほど広い私有地があったとしても無人航
空機を無許可で飛ばすことはできないという点であ
る。また、地上とワイヤー等でつながれていても、
無人航空機として扱われる。一方、網等で四方八方
が囲まれ、無人航空機が物理的に外部に出ることが
ない空間等については屋内とされ、飛行に関する規
制はない。外部と隔離されたトンネル内も、同じ扱
いである。
　2-3　無人航空機の飛行の方法
　無人航空機を飛行させる場合、飛行させる場所に
関わらず、以下のルールを守る必要がある（Fig.2）。
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このルールによらず、無人航空機を飛行させようと
する場合には、あらかじめ国土交通大臣の承認を受
ける必要がある。
（1）日中（日出から日没まで）に飛行させること。
（2）目視（直接肉眼による）範囲内で、無人航空機
とその周囲を常時監視して飛行させること。
　自分の目視で見通せる範囲（目視範囲）のことを、
VLOS（Visual-Line-Of-Sight）と呼ぶ。ここでの目
視とは、無人航空機を飛行させる者本人が自分の目
で見ることをいい、補助者による目視は該当せず、
モニターを通して見ること、双眼鏡やカメラ等を
用いて見ることは目視に当たらない。特に、FPV
（First Person View）といい、一人称視点でドロー
ンからの映像を見ながら飛行させることが、空撮や
ドローンの競技会で流行っている。この場合であっ
ても、どれほど鮮明な映像が見えていても目視に当
たらない。このため、現在、完全プログラム化され
た自動飛行ドローンであっても、長距離飛行が原則
禁止されている。
（3）人（第三者）または物件（第三者の建物、自動

車など）との間に30m以上の距離を保って飛行さ
せること。
（4）祭礼、縁日など多数の人が集まる催しの上空で
飛行させないこと。
　2017年11月、岐阜県大垣市のイベント会場で「お
菓子まき」をしていたドローンが墜落して、けが人
を出した事故があった。この事故を契機に、ドロー
ンの飛行高度に応じた具体的な立ち入り禁止区画の
設置が義務付けられた。さらに、プロペラガード等
の接触時の被害を軽減する措置が義務化され、風速
制限、飛行速度制限も設けられることになった。
（5）爆発物など危険物を輸送しないこと。
（6）無人航空機から物を投下しないこと。
　投下の禁止に関しては、例えば、水や農薬等をド
ローンによって散布する場合も含まれる。
　なお、都道府県・市区町村等の地方公共団体が定
める条例等により、飛行が禁止されている場所・地
域もあるので注意が必要である。
　航空法に加えて、「国会議事堂、内閣総理大臣官
邸その他の国の重要な施設等、外国公館等及び原子

力事業所の周辺地域の上空における小型無人機等の
飛行の禁止に関する法律」（小型無人機等飛行禁止
法）が存在し、さらに、その改正法案が2019年5月
24日に公布され、6月13日に施行される。法律の名
称通り、政府の重要施設と自衛隊施設、在日米軍施
設、2019年ラグビーワールドカップ大会会場、
2020年東京オリンピック・パラリンピック大会会
場とその周辺おおむね300mの地域での小型無人機
の飛行を原則禁止している。加えて、「航空法及び
運輸安全委員会設置法の一部を改正する法律案」が
国会審議中であり、そこでは飲酒時の操縦禁止、飛
行前の点検の遵守、衝突予防の遵守、危険な飛行の
禁止、無人航空機の飛行を行う者等に対する報告徴
収・立入検査制度を新設することが挙げられている。
　2-4　航空法以外の従来法による規定
　航空法以外の法律も小型無人航空機の飛行を規制
しているので注意が必要である。
（1）電波法
　地上からドローンを操縦する電波、あるいはド
ローンを遠隔でモニタリングする通信電波の周波数
と強度は、国の許可を得る必要があり、技術基準適
合製品を使わなければならない。現在、一般にドロー
ンの操縦で使用する電波の周波数は、免許不要の
2.4GHz帯、一部は920MHz帯を使用している（産
業用ヘリコプターは一部73MHzなど）。この2.4GHz
周波数帯はいろいろな分野で使用されており、無線
LANや電子レンジなどでも使用されている。電波
の直進性が強く、そのため、機体が遮蔽物に隠れる
と、電波が遮断される可能性がある。また、使用者
同士の運用調節は不要であるという利点がある一
方、場合によっては、他の機体と混信する可能性が
あることに注意が必要である。一方、第三級陸上特
殊無線技士以上の資格を得ることによって、
2.4GHz、5.7GHzを電波出力1Wまで使用すること
ができ、また169MHz帯も、10mWまで許可される
ようになる。高周波数帯はコマンド、テレメトリ、
画像伝送の使用に向き、低周波数は遮蔽物にも強く、
長距離伝送が可能であるため、バックアップ用とし
て適している。ちなみに、携帯電話等をドローンに
搭載して、大容量かつ長距離の通信を確保しようと
考えることがある。この場合、携帯電話等事業者を
主に対象とした実用化試験局の免許手続きが必要で
ある。携帯電話等は地上での利用を前提に設計され
た無線局であり、この手続きなしでは、上空で利用
することはできない。

（2）個人情報保護法
　総務省は2015年6月に「ドローンによる撮影映像
等のインターネット上での取扱に係わるガイドライ
ン」を発表した。ドローンで撮影した画像を非撮影
者などに許可なくインターネットなどで不特定多数
の人に公開すると、個人情報保護法違反になる場合
がある。ただし、同意を得ることが難しい場合、ガ
イドライン中では、
① 住宅地にカメラを向けないようにするなど撮影
態様に配慮すること。

② プライバシー侵害の可能性がある撮影映像等に
ぼかしを入れるなどの配慮をすること。

③ 撮影映像等をインターネット上で公開するサー
ビスを提供する電気通信事業者においては、削
除依頼への対応を適切に行うこと。

の3点を具体的に注意すべき事項として挙げている。
（3）道路交通法
　道路上の人、車両などの通行や安全に影響する行
為に関しては、所轄警察から許可を得る必要がある。
例えば、道路上空を横切る飛行をドローンにさせる
場合、これに該当する可能性がある。
（4）民法
　民法第207条に「土地の所有権は、法令の制限内
において、その土地の上下に及ぶ」との条文があり、
無断で他人の土地の上空飛行はできない。
（5）刑法
　不注意により鉄道、船舶などの安全な往来や破損
事故などを起こした場合、「過失往来危険罪」に問
われることがある。
（6）廃棄物の処理および清掃に関する法律（廃棄物
処理法）
　電子回路を含むドローンの廃棄に注意が必要なの
はいうまでもないが、墜落して場所がわからなく
なったドローンを放置しておくと不法投棄と見なさ
れる可能性がある。墜落によってバッテリーが損傷
し発火する可能性もあるので注意が必要である。
　2-5　操縦ライセンスと保険
　日本は国として、小型無人航空機の操縦に免許、
ライセンスを定めていない。しかし、既述の禁止事
項の飛行を許可する条件の一つに、最低10時間の
操縦経験があることが求められている。すなわち、
自動車運転免許のような免許による資格ではなく、
知識や経験のレベルを求めている。なお、10時間
という経験は許可申請に当たり、本人が申告するこ
とになっており、許可申請書に記入する。

Unmanned Traffic Management）システムの開発
である。都市部を複数のドローンが飛び交うことを
可能とする飛行ルール作りが始まっている。

　本稿では、航空法が改正された、2015年12月以
降の無人航空機の法規制の要点を示した。ドローン
は空の産業革命とも呼ばれ、将来性の期待が大きい。
それゆえに、正しくドローンのことを知り、正しい
知識を持った上で、利活用の議論がされていくこと
を期待している。
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ず、常時、不具合発生時等において、無人航空
機を飛行させる者が機体を安全に着陸させられ
るよう、強制的に操作介入ができる設計である
こと。

　3-2　最大離陸重量25kg以上の無人航空機
　最大離陸重量が25kg以上の無人航空機について
は、前述の全ての無人航空機が備えるべき機能およ
び性能の基準に加え、次に掲げる基準にも適合する
必要がある。
（1） 想定される全ての運用に耐え得る堅牢性を有す
ること。
（2） 機体を整備することにより、100時間以上の飛
行に耐え得る耐久性を有すること。
（3） 機体と操縦装置との間の通信は、他の機器に悪
影響を与えないこと。
（4）  発動機、モーターまたはプロペラ（ローター）
が故障した後、これらの破損した部品が飛散する恐
れができる限り少ない構造であること。
（5） 事故発生時に、その原因調査をするための飛行
諸元を記録できる機能を有すること。
（6） 以下の想定される不具合モードに対し、適切な
フェールセーフ機能を有すること。
①通信系統に関して、
　・電波状況の悪化による通信不通
　・操縦装置の故障
　・他の操縦装置との混信
　・送受信機の故障
②推進系統に関して、発動機の場合は、
　・発動機の出力の低下または停止
　・不時回転数上昇
　電動の場合は、
　・モーターの回転数の減少、停止
　・モーターの回転数上昇
③電源系統に関して、
　・機体の主電源消失
　・操縦装置の主電源消失
④自動制御系統に関して、
　・制御計算機の故障
　以上のように、基準は最大離陸重量25kgを境に
分けられている。現在市販されているほぼ全てのド
ローンの離陸重量は25kg未満の小型・軽量であり、
それら多くの実績により、上記基準のうち、全ての
無人航空機が備えるべき機能および性能に関する基
準は、明確化されているといっても良い。一方、最
近の産業用ドローンの一つの傾向として大型化がみ

られる。例えば、物資輸送や農薬散布ドローンは性
能を上げるために大型化している。しかし、最大離
陸重量25kg以上のドローンの基準が具体化してい
ないために、多くのドローンの離陸重量が25kgに
抑えられており、大型ドローンの耐空証明（安全基
準）、型式証明（機体認証・製造認証）、許可承認要
件等の制度検討が必要である。

　規制ばかりが注目されるドローンであるが、その
利活用は大きな可能性を秘めているのはいうまでも
ない。2015年11月、安倍晋三首相は「早ければ3
年以内に小型無人機（ドローン）を使った荷物配送
を可能にする」と述べ、物流や運搬におけるドロー
ンの本格活用の検討が本格化した。それを受け、
2015年12月から2018年12月にかけて内閣府で「小
型無人機に係る環境整備に向けた官民協議会」が定
期的に開かれた。この官民協議会において、小型無
人航空機の安全な利活用のための技術開発と環境整
備に関する「空の産業革命に向けたロードマップ」
（Fig.5）が定められた。
　ロードマップでは、ドローンの飛行形態を以下の
4つのレベルに分けている。
レベル1：目視内での操縦飛行
レベル2：目視内での自動・自律飛行
レベル3：無人地帯（第三者が立ち入る可能性の低
い山、海水域、河川・湖沼、森林等）での目視外飛行（補
助者の配置なし）
レベル４：有人地帯（第三者上空）での目視外飛行（補
助者の配置なし）
　その上で、2020年代後半以降の有人地帯におけ
る完全自律ドローンの飛行に向けてのロードマップ
とガイドラインが示された。
　現在、レベル1からレベル2による目視内飛行は
趣味、産業用途を問わず、既に活用が進められて
いるが、レベル3からレベル4の目視外飛行を行う
にあたっては、上述の目視を代替する機能が必要
である。レベル3に対しては、国土交通省は「無人
航空機の目視外飛行に関する要件」（Fig.6）を明ら
かにした。これを受けて、2018年からレベル3相当
の目視外飛行の試験が始まった。レベル3からレベ
ル4を実現する環境整備のための研究開発も始まっ
ている。その代表が、空域内を飛行する複数のド
ローンの情報を集約し、ドローンの飛行申請・許可、
運行管理を統合的に行う無人航空機管制（UTM、 

　現在、複数の民間団体が独自にドローンの認定資
格を設けており、全国に操縦訓練校が多く存在して
いる。そこでは、初心者レベルから高度なレベルま
でを対象に、独自のカリキュラムによる法規、技術、
気象、操縦実技などの教育訓練が実施されている。
これらスクールでドローンについて講習を受けるこ
とは許可申請時に役に立ち、また一部の書類を省略
できる場合もあり、自らの技能を証明することにも
なる。
　諸外国においては、欧州は各国ごとに異なるルー
ルを定めており、国によって若干の違いがあるもの
の、おおむねわが国と大きな違いはない。一方、米
国にも飛行に関するルールが存在することに加え、
商業目的で小型無人航空機を飛行させる場合、
FAA（連邦航空局）認定のライセンスが必要である。
また、個人が趣味等の目的で飛行させる場合、全て
の機体（0.55lb.（約250g）以上55lb.（約25kg）未満）
を登録し、発行された登録証を携帯し、また登録番
号シールを機体に添付する必要がある。
　最近、世界的にドローンの事故に対する第三者へ
の対人・対物賠償、自損に対する補償などの目的で、
いわゆる「ドローン保険」が生まれ、加入者が増え
ている。加入を義務付ける国も多いが、日本では法

的な義務付けは存在しない。ただし、国土交通省の
ガイドラインには、不測の事態に備え、保険に加入
しておくことを推奨している。保険会社からは、さ
まざまな条件のドローン保険が売り出されるととも
に、ドローンメーカーや販売店がドローンとセット
で保険を販売することもあるようである。
　2-6　改正航空法の運用状況
　Fig.3によると、2015年12月に改正航空法が施行
された後に、小型無人航空機の飛行許可申請件数は
徐々に増加しているが、2018年4月にオンライン申
請が可能となったことで、一気にその数が増した。
また、Fig.4によると、許可を求める項目で最も多
いのは、人口集中地区（DID）での飛行と、第三者
の人、または物件との間の飛行距離が30m以内に
なることへの許可である。飛行の目的は空撮が最も
多く、測量、インフラ点検・保守と続く。また、ほ
ぼすべてのドローンが保険に加入しているのがわか
る。
　また、国土交通省は、事故等情報の義務報告制度
や、いわゆるヒヤリ・ハット情報の報告の仕組み、
事故等情報の収集・分析システムの構築を進めてい
る。これまで国土交通省に寄せられた事故報告は、
「ドローン情報基盤システム（Drone/UAS Information Platform System）」４）で公開されている。

　2015年12月に改正航空法が施行されたことに伴
い、国土交通省は「無人航空機の飛行に関する許可・
承認の審査要領」を制定した。そこには、無人航空
機が備えるべき機能および性能に関する基準が定め
られている。これら基準に適合した一定の型式の無
人航空機については、国土交通省が「基準適合機」
として認め、飛行許可申請の際に機体および操縦装
置の性能を示す資料の一部を省略することが認めら
れている。
　3-1　全ての無人航空機
　全ての無人航空機が備えるべき機能および性能に
関する基準は、以下の通りである。
（1） 鋭利な突起物のない構造であること（構造上、
必要なものを除く）。
（2）無人航空機の位置および向きが正確に視認でき
る灯火、または表示等を有していること。
（3） 無人航空機を飛行させる者が燃料、またはバッ
テリーの状態を確認できること。
（4） 遠隔操作により飛行させることができる無人航
空機の場合には、上記（1）～（3）の基準に加え、

①特別な操作技術、または過度な注意力を要する
ことなく、安定した離陸および着陸ができるこ
と。

②特別な操作技術、または過度な注意力を要する
ことなく、安定した飛行（上昇、前後移動、水
平方向の飛行、ホバリング（回転翼航空機に限
る）、下降等）ができること。

③緊急時に機体が暴走しないよう、操縦装置の主
電源の切断、または同等な手段により、モーター
または発動機を停止できること。

④操縦装置は、操作の誤りの恐れができる限り少
ないようにしたものであること。

⑤操縦装置により適切に無人航空機を制御できる
こと。

（5）自動操縦により飛行させることができる無人航
空機の場合には、上記（1）～（3）の基準に加え、
①自動操縦システム（自動操縦により飛行させる
ためのシステム）により、安定した離陸および
着陸ができること。

②自動操縦システムにより、安定した飛行（上昇、
前後移動、水平方向の飛行、ホバリング（回転
翼航空機に限る）、下降等）ができること。

③あらかじめ設定された飛行プログラムに関わら

Fig.2　承認が必要となる無人航空機の飛行の方法１）
夜間飛行 目視外飛行 30m未満の飛行 イベント上空飛行 危険物輸送 物件投下

30m
未満

30m
未満

30m
未満

Fig.1　無人航空機の飛行の許可が必要となる空域１）
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　「ドローン」という言葉が一般に使われ出して久
しいが、ドローンは俗称であり、正式には「無人航
空機」（Unmanned Aerial Vehicle、あるいはUnmanned 
Aerial System）という。もともと、ラジコン飛行
機などの遠隔操縦の小型無人航空機は、大人の趣味
として昔から存在し、全国各地に愛好者が団体を組

織して、土地管理者の許可を得て飛行を楽しんでい
た。また、日本には小型の農薬散布ヘリコプターが
多く出回り、民需産業用の無人機大国でもあった。
もともと航空法には無人航空機に関する規定はな
く、個人や運用者が自主的にルールを作り、安全な
飛行を行っていた。そんな中、1990年代後半にな
ると、バッテリー、モーターの性能が向上し、それ
までアルコールを主な燃料としていたエンジン機に
加えて電動機が登場した。電動機は、エンジン機に
比べれば飛行時間は短いが、可燃性の液体燃料を使
わないため、扱いが容易である。電動機はバッテリー
能力向上とともに、2000年代に入ると一気に数を
増した。電動機も初めはエンジン機のエンジンを置

き換えた固定翼タイプ、または、ヘリコプタータイ
プの航空機が多かった。しかし、センサー、マイコ
ン技術の発達とともに、多回転翼機のマルチコプ
タータイプが登場し始めた。
　「ドローン」という無人航空機は軍事用途で使わ
れていたが、2010年、フランスのParrot社から
AR. Droneという製品のマルチコプターが販売され
ヒットしたことで、世界的に「マルチコプター」が「ド
ローン」と呼ばれるようになり、さらには固定翼機
を含むあらゆる無人航空機がドローンと呼ばれるよ
うになってしまった。普及を始めたドローンは、飛
行の手軽さもあってホビー、空撮を中心に広まって
いったが、徐々に危険な飛行が目立つようになって
いった。そして、2015年4月、首相官邸の屋上でド
ローンが落下しているのが発見されたことをきっか
けに、それまで航空法をはじめ、法的な規制がなかっ
たドローンに対する法規制の議論が本格化し、その
年の12月10日にドローンのルールを新たに盛り込
んだ改正航空法が施行された。それまで自主的な
ルールで飛行させてきた趣味で飛ばすラジコン飛行
機や農薬散布ヘリコプターも、改正航空法施行以後
は、新ルールに従って飛行させなければならなく
なった。
　本稿は、ドローン、すなわち無人航空機に関する
法規制を中心に、改正航空法やその他法規における
飛行の要件、機体としての要件、また「空の産業革命」
ともいわれるドローンの将来を見据えた規制の変化
を解説する。

　2-1　「無人航空機」とは
　「無人航空機」の定義は、航空法第二条第二十二
項にある。すなわち、「無人航空機」とは、航空の
用に供することができる飛行機、回転翼航空機、
滑空機、飛行船、その他政令で定める機器であって、
構造上、人が乗ることができないもののうち、遠
隔操作または自動操縦（プログラムにより自動的
に操縦を行うことをいう）により飛行させること
ができるもの（その重量、その他の事由を勘案して、
その飛行により航空機の航行の安全並びに、地上
および水上の人および物件の安全が損なわれる恐
れがないものとして国土交通省令で定めるものを
除く）をいう。
　また、航空法に付随し、航空法の運用の細目など
を定めた航空法施行規則によると、重量が200g未

満のものは、無人航空機の対象から除外されると規
定されている。なお、ここで重量とは、無人航空機
本体の重量およびバッテリーの重量の合計であり、
バッテリー以外の取り外し可能な付属品の重量は含
まない。すなわち、200g未満は以下で示す航空法
の適用は受けない。
　2-2　無人航空機の飛行の許可が必要となる空域
　航空法には、原則として国土交通省の許可・承認
の必要がない飛行空域と飛行方法が示されている。
それ以外の航空機の飛行安全に影響を及ぼす恐れの
ある空域や、落下した場合に地上の人などに危害を
及ぼす恐れが高い空域において、無人航空機を飛行
させる場合には、国土交通大臣の許可や承認が必要
である。
　原則飛行禁止の空域は、以下の通りである（Fig.1）。
（A）空港等の周辺（進入表面等）の上空の空域
　空港および飛行場の周辺は示されている通り、飛
行禁止であるが、ビルの屋上などに設置してあるヘ
リポート周辺も禁止空域になっている。
（B）150m以上の高さの空域
　ここで150m以上の高さとは、地表からの高さを
指している。例えば、山頂から150m上空に無人航
空機を上昇させた後、山の麓まで同じ高さで飛行
させると150mを超えてしまうので、注意が必要で
ある。
（C）人口集中地区の上空
　ここでいう人口集中地区とは、毎年実施される国
勢調査で、おおむね人口が1km2当たり4,000人以上
の地域であり、DID（Densely Inhabited District）
と呼ばれている。その範囲は総務省、国土交通省、
国土地理院（地理院地図）のホームページ２）に示
されている。日本全国の3～4%が、これに該当する。
例えば、東京23区はすべて飛行禁止区域である。
注意が必要なのは、このDIDに含まれている地域
では、どれほど広い私有地があったとしても無人航
空機を無許可で飛ばすことはできないという点であ
る。また、地上とワイヤー等でつながれていても、
無人航空機として扱われる。一方、網等で四方八方
が囲まれ、無人航空機が物理的に外部に出ることが
ない空間等については屋内とされ、飛行に関する規
制はない。外部と隔離されたトンネル内も、同じ扱
いである。
　2-3　無人航空機の飛行の方法
　無人航空機を飛行させる場合、飛行させる場所に
関わらず、以下のルールを守る必要がある（Fig.2）。

このルールによらず、無人航空機を飛行させようと
する場合には、あらかじめ国土交通大臣の承認を受
ける必要がある。
（1）日中（日出から日没まで）に飛行させること。
（2）目視（直接肉眼による）範囲内で、無人航空機
とその周囲を常時監視して飛行させること。
　自分の目視で見通せる範囲（目視範囲）のことを、
VLOS（Visual-Line-Of-Sight）と呼ぶ。ここでの目
視とは、無人航空機を飛行させる者本人が自分の目
で見ることをいい、補助者による目視は該当せず、
モニターを通して見ること、双眼鏡やカメラ等を
用いて見ることは目視に当たらない。特に、FPV
（First Person View）といい、一人称視点でドロー
ンからの映像を見ながら飛行させることが、空撮や
ドローンの競技会で流行っている。この場合であっ
ても、どれほど鮮明な映像が見えていても目視に当
たらない。このため、現在、完全プログラム化され
た自動飛行ドローンであっても、長距離飛行が原則
禁止されている。
（3）人（第三者）または物件（第三者の建物、自動

車など）との間に30m以上の距離を保って飛行さ
せること。
（4）祭礼、縁日など多数の人が集まる催しの上空で
飛行させないこと。
　2017年11月、岐阜県大垣市のイベント会場で「お
菓子まき」をしていたドローンが墜落して、けが人
を出した事故があった。この事故を契機に、ドロー
ンの飛行高度に応じた具体的な立ち入り禁止区画の
設置が義務付けられた。さらに、プロペラガード等
の接触時の被害を軽減する措置が義務化され、風速
制限、飛行速度制限も設けられることになった。
（5）爆発物など危険物を輸送しないこと。
（6）無人航空機から物を投下しないこと。
　投下の禁止に関しては、例えば、水や農薬等をド
ローンによって散布する場合も含まれる。
　なお、都道府県・市区町村等の地方公共団体が定
める条例等により、飛行が禁止されている場所・地
域もあるので注意が必要である。
　航空法に加えて、「国会議事堂、内閣総理大臣官
邸その他の国の重要な施設等、外国公館等及び原子
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力事業所の周辺地域の上空における小型無人機等の
飛行の禁止に関する法律」（小型無人機等飛行禁止
法）が存在し、さらに、その改正法案が2019年5月
24日に公布され、6月13日に施行される。法律の名
称通り、政府の重要施設と自衛隊施設、在日米軍施
設、2019年ラグビーワールドカップ大会会場、
2020年東京オリンピック・パラリンピック大会会
場とその周辺おおむね300mの地域での小型無人機
の飛行を原則禁止している。加えて、「航空法及び
運輸安全委員会設置法の一部を改正する法律案」が
国会審議中であり、そこでは飲酒時の操縦禁止、飛
行前の点検の遵守、衝突予防の遵守、危険な飛行の
禁止、無人航空機の飛行を行う者等に対する報告徴
収・立入検査制度を新設することが挙げられている。
　2-4　航空法以外の従来法による規定
　航空法以外の法律も小型無人航空機の飛行を規制
しているので注意が必要である。
（1）電波法
　地上からドローンを操縦する電波、あるいはド
ローンを遠隔でモニタリングする通信電波の周波数
と強度は、国の許可を得る必要があり、技術基準適
合製品を使わなければならない。現在、一般にドロー
ンの操縦で使用する電波の周波数は、免許不要の
2.4GHz帯、一部は920MHz帯を使用している（産
業用ヘリコプターは一部73MHzなど）。この2.4GHz
周波数帯はいろいろな分野で使用されており、無線
LANや電子レンジなどでも使用されている。電波
の直進性が強く、そのため、機体が遮蔽物に隠れる
と、電波が遮断される可能性がある。また、使用者
同士の運用調節は不要であるという利点がある一
方、場合によっては、他の機体と混信する可能性が
あることに注意が必要である。一方、第三級陸上特
殊無線技士以上の資格を得ることによって、
2.4GHz、5.7GHzを電波出力1Wまで使用すること
ができ、また169MHz帯も、10mWまで許可される
ようになる。高周波数帯はコマンド、テレメトリ、
画像伝送の使用に向き、低周波数は遮蔽物にも強く、
長距離伝送が可能であるため、バックアップ用とし
て適している。ちなみに、携帯電話等をドローンに
搭載して、大容量かつ長距離の通信を確保しようと
考えることがある。この場合、携帯電話等事業者を
主に対象とした実用化試験局の免許手続きが必要で
ある。携帯電話等は地上での利用を前提に設計され
た無線局であり、この手続きなしでは、上空で利用
することはできない。

（2）個人情報保護法
　総務省は2015年6月に「ドローンによる撮影映像
等のインターネット上での取扱に係わるガイドライ
ン」を発表した。ドローンで撮影した画像を非撮影
者などに許可なくインターネットなどで不特定多数
の人に公開すると、個人情報保護法違反になる場合
がある。ただし、同意を得ることが難しい場合、ガ
イドライン中では、
① 住宅地にカメラを向けないようにするなど撮影
態様に配慮すること。

② プライバシー侵害の可能性がある撮影映像等に
ぼかしを入れるなどの配慮をすること。

③ 撮影映像等をインターネット上で公開するサー
ビスを提供する電気通信事業者においては、削
除依頼への対応を適切に行うこと。

の3点を具体的に注意すべき事項として挙げている。
（3）道路交通法
　道路上の人、車両などの通行や安全に影響する行
為に関しては、所轄警察から許可を得る必要がある。
例えば、道路上空を横切る飛行をドローンにさせる
場合、これに該当する可能性がある。
（4）民法
　民法第207条に「土地の所有権は、法令の制限内
において、その土地の上下に及ぶ」との条文があり、
無断で他人の土地の上空飛行はできない。
（5）刑法
　不注意により鉄道、船舶などの安全な往来や破損
事故などを起こした場合、「過失往来危険罪」に問
われることがある。
（6）廃棄物の処理および清掃に関する法律（廃棄物
処理法）
　電子回路を含むドローンの廃棄に注意が必要なの
はいうまでもないが、墜落して場所がわからなく
なったドローンを放置しておくと不法投棄と見なさ
れる可能性がある。墜落によってバッテリーが損傷
し発火する可能性もあるので注意が必要である。
　2-5　操縦ライセンスと保険
　日本は国として、小型無人航空機の操縦に免許、
ライセンスを定めていない。しかし、既述の禁止事
項の飛行を許可する条件の一つに、最低10時間の
操縦経験があることが求められている。すなわち、
自動車運転免許のような免許による資格ではなく、
知識や経験のレベルを求めている。なお、10時間
という経験は許可申請に当たり、本人が申告するこ
とになっており、許可申請書に記入する。

Unmanned Traffic Management）システムの開発
である。都市部を複数のドローンが飛び交うことを
可能とする飛行ルール作りが始まっている。

　本稿では、航空法が改正された、2015年12月以
降の無人航空機の法規制の要点を示した。ドローン
は空の産業革命とも呼ばれ、将来性の期待が大きい。
それゆえに、正しくドローンのことを知り、正しい
知識を持った上で、利活用の議論がされていくこと
を期待している。
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ず、常時、不具合発生時等において、無人航空
機を飛行させる者が機体を安全に着陸させられ
るよう、強制的に操作介入ができる設計である
こと。

　3-2　最大離陸重量25kg以上の無人航空機
　最大離陸重量が25kg以上の無人航空機について
は、前述の全ての無人航空機が備えるべき機能およ
び性能の基準に加え、次に掲げる基準にも適合する
必要がある。
（1） 想定される全ての運用に耐え得る堅牢性を有す
ること。
（2） 機体を整備することにより、100時間以上の飛
行に耐え得る耐久性を有すること。
（3） 機体と操縦装置との間の通信は、他の機器に悪
影響を与えないこと。
（4）  発動機、モーターまたはプロペラ（ローター）
が故障した後、これらの破損した部品が飛散する恐
れができる限り少ない構造であること。
（5） 事故発生時に、その原因調査をするための飛行
諸元を記録できる機能を有すること。
（6） 以下の想定される不具合モードに対し、適切な
フェールセーフ機能を有すること。
①通信系統に関して、
　・電波状況の悪化による通信不通
　・操縦装置の故障
　・他の操縦装置との混信
　・送受信機の故障
②推進系統に関して、発動機の場合は、
　・発動機の出力の低下または停止
　・不時回転数上昇
　電動の場合は、
　・モーターの回転数の減少、停止
　・モーターの回転数上昇
③電源系統に関して、
　・機体の主電源消失
　・操縦装置の主電源消失
④自動制御系統に関して、
　・制御計算機の故障
　以上のように、基準は最大離陸重量25kgを境に
分けられている。現在市販されているほぼ全てのド
ローンの離陸重量は25kg未満の小型・軽量であり、
それら多くの実績により、上記基準のうち、全ての
無人航空機が備えるべき機能および性能に関する基
準は、明確化されているといっても良い。一方、最
近の産業用ドローンの一つの傾向として大型化がみ

られる。例えば、物資輸送や農薬散布ドローンは性
能を上げるために大型化している。しかし、最大離
陸重量25kg以上のドローンの基準が具体化してい
ないために、多くのドローンの離陸重量が25kgに
抑えられており、大型ドローンの耐空証明（安全基
準）、型式証明（機体認証・製造認証）、許可承認要
件等の制度検討が必要である。

　規制ばかりが注目されるドローンであるが、その
利活用は大きな可能性を秘めているのはいうまでも
ない。2015年11月、安倍晋三首相は「早ければ3
年以内に小型無人機（ドローン）を使った荷物配送
を可能にする」と述べ、物流や運搬におけるドロー
ンの本格活用の検討が本格化した。それを受け、
2015年12月から2018年12月にかけて内閣府で「小
型無人機に係る環境整備に向けた官民協議会」が定
期的に開かれた。この官民協議会において、小型無
人航空機の安全な利活用のための技術開発と環境整
備に関する「空の産業革命に向けたロードマップ」
（Fig.5）が定められた。
　ロードマップでは、ドローンの飛行形態を以下の
4つのレベルに分けている。
レベル1：目視内での操縦飛行
レベル2：目視内での自動・自律飛行
レベル3：無人地帯（第三者が立ち入る可能性の低
い山、海水域、河川・湖沼、森林等）での目視外飛行（補
助者の配置なし）
レベル４：有人地帯（第三者上空）での目視外飛行（補
助者の配置なし）
　その上で、2020年代後半以降の有人地帯におけ
る完全自律ドローンの飛行に向けてのロードマップ
とガイドラインが示された。
　現在、レベル1からレベル2による目視内飛行は
趣味、産業用途を問わず、既に活用が進められて
いるが、レベル3からレベル4の目視外飛行を行う
にあたっては、上述の目視を代替する機能が必要
である。レベル3に対しては、国土交通省は「無人
航空機の目視外飛行に関する要件」（Fig.6）を明ら
かにした。これを受けて、2018年からレベル3相当
の目視外飛行の試験が始まった。レベル3からレベ
ル4を実現する環境整備のための研究開発も始まっ
ている。その代表が、空域内を飛行する複数のド
ローンの情報を集約し、ドローンの飛行申請・許可、
運行管理を統合的に行う無人航空機管制（UTM、 

　現在、複数の民間団体が独自にドローンの認定資
格を設けており、全国に操縦訓練校が多く存在して
いる。そこでは、初心者レベルから高度なレベルま
でを対象に、独自のカリキュラムによる法規、技術、
気象、操縦実技などの教育訓練が実施されている。
これらスクールでドローンについて講習を受けるこ
とは許可申請時に役に立ち、また一部の書類を省略
できる場合もあり、自らの技能を証明することにも
なる。
　諸外国においては、欧州は各国ごとに異なるルー
ルを定めており、国によって若干の違いがあるもの
の、おおむねわが国と大きな違いはない。一方、米
国にも飛行に関するルールが存在することに加え、
商業目的で小型無人航空機を飛行させる場合、
FAA（連邦航空局）認定のライセンスが必要である。
また、個人が趣味等の目的で飛行させる場合、全て
の機体（0.55lb.（約250g）以上55lb.（約25kg）未満）
を登録し、発行された登録証を携帯し、また登録番
号シールを機体に添付する必要がある。
　最近、世界的にドローンの事故に対する第三者へ
の対人・対物賠償、自損に対する補償などの目的で、
いわゆる「ドローン保険」が生まれ、加入者が増え
ている。加入を義務付ける国も多いが、日本では法

的な義務付けは存在しない。ただし、国土交通省の
ガイドラインには、不測の事態に備え、保険に加入
しておくことを推奨している。保険会社からは、さ
まざまな条件のドローン保険が売り出されるととも
に、ドローンメーカーや販売店がドローンとセット
で保険を販売することもあるようである。
　2-6　改正航空法の運用状況
　Fig.3によると、2015年12月に改正航空法が施行
された後に、小型無人航空機の飛行許可申請件数は
徐々に増加しているが、2018年4月にオンライン申
請が可能となったことで、一気にその数が増した。
また、Fig.4によると、許可を求める項目で最も多
いのは、人口集中地区（DID）での飛行と、第三者
の人、または物件との間の飛行距離が30m以内に
なることへの許可である。飛行の目的は空撮が最も
多く、測量、インフラ点検・保守と続く。また、ほ
ぼすべてのドローンが保険に加入しているのがわか
る。
　また、国土交通省は、事故等情報の義務報告制度
や、いわゆるヒヤリ・ハット情報の報告の仕組み、
事故等情報の収集・分析システムの構築を進めてい
る。これまで国土交通省に寄せられた事故報告は、
「ドローン情報基盤システム（Drone/UAS Information Platform System）」４）で公開されている。

　2015年12月に改正航空法が施行されたことに伴
い、国土交通省は「無人航空機の飛行に関する許可・
承認の審査要領」を制定した。そこには、無人航空
機が備えるべき機能および性能に関する基準が定め
られている。これら基準に適合した一定の型式の無
人航空機については、国土交通省が「基準適合機」
として認め、飛行許可申請の際に機体および操縦装
置の性能を示す資料の一部を省略することが認めら
れている。
　3-1　全ての無人航空機
　全ての無人航空機が備えるべき機能および性能に
関する基準は、以下の通りである。
（1） 鋭利な突起物のない構造であること（構造上、
必要なものを除く）。
（2）無人航空機の位置および向きが正確に視認でき
る灯火、または表示等を有していること。
（3） 無人航空機を飛行させる者が燃料、またはバッ
テリーの状態を確認できること。
（4） 遠隔操作により飛行させることができる無人航
空機の場合には、上記（1）～（3）の基準に加え、

①特別な操作技術、または過度な注意力を要する
ことなく、安定した離陸および着陸ができるこ
と。

②特別な操作技術、または過度な注意力を要する
ことなく、安定した飛行（上昇、前後移動、水
平方向の飛行、ホバリング（回転翼航空機に限
る）、下降等）ができること。

③緊急時に機体が暴走しないよう、操縦装置の主
電源の切断、または同等な手段により、モーター
または発動機を停止できること。

④操縦装置は、操作の誤りの恐れができる限り少
ないようにしたものであること。

⑤操縦装置により適切に無人航空機を制御できる
こと。

（5）自動操縦により飛行させることができる無人航
空機の場合には、上記（1）～（3）の基準に加え、
①自動操縦システム（自動操縦により飛行させる
ためのシステム）により、安定した離陸および
着陸ができること。

②自動操縦システムにより、安定した飛行（上昇、
前後移動、水平方向の飛行、ホバリング（回転
翼航空機に限る）、下降等）ができること。

③あらかじめ設定された飛行プログラムに関わら



　「ドローン」という言葉が一般に使われ出して久
しいが、ドローンは俗称であり、正式には「無人航
空機」（Unmanned Aerial Vehicle、あるいはUnmanned 
Aerial System）という。もともと、ラジコン飛行
機などの遠隔操縦の小型無人航空機は、大人の趣味
として昔から存在し、全国各地に愛好者が団体を組

織して、土地管理者の許可を得て飛行を楽しんでい
た。また、日本には小型の農薬散布ヘリコプターが
多く出回り、民需産業用の無人機大国でもあった。
もともと航空法には無人航空機に関する規定はな
く、個人や運用者が自主的にルールを作り、安全な
飛行を行っていた。そんな中、1990年代後半にな
ると、バッテリー、モーターの性能が向上し、それ
までアルコールを主な燃料としていたエンジン機に
加えて電動機が登場した。電動機は、エンジン機に
比べれば飛行時間は短いが、可燃性の液体燃料を使
わないため、扱いが容易である。電動機はバッテリー
能力向上とともに、2000年代に入ると一気に数を
増した。電動機も初めはエンジン機のエンジンを置

き換えた固定翼タイプ、または、ヘリコプタータイ
プの航空機が多かった。しかし、センサー、マイコ
ン技術の発達とともに、多回転翼機のマルチコプ
タータイプが登場し始めた。
　「ドローン」という無人航空機は軍事用途で使わ
れていたが、2010年、フランスのParrot社から
AR. Droneという製品のマルチコプターが販売され
ヒットしたことで、世界的に「マルチコプター」が「ド
ローン」と呼ばれるようになり、さらには固定翼機
を含むあらゆる無人航空機がドローンと呼ばれるよ
うになってしまった。普及を始めたドローンは、飛
行の手軽さもあってホビー、空撮を中心に広まって
いったが、徐々に危険な飛行が目立つようになって
いった。そして、2015年4月、首相官邸の屋上でド
ローンが落下しているのが発見されたことをきっか
けに、それまで航空法をはじめ、法的な規制がなかっ
たドローンに対する法規制の議論が本格化し、その
年の12月10日にドローンのルールを新たに盛り込
んだ改正航空法が施行された。それまで自主的な
ルールで飛行させてきた趣味で飛ばすラジコン飛行
機や農薬散布ヘリコプターも、改正航空法施行以後
は、新ルールに従って飛行させなければならなく
なった。
　本稿は、ドローン、すなわち無人航空機に関する
法規制を中心に、改正航空法やその他法規における
飛行の要件、機体としての要件、また「空の産業革命」
ともいわれるドローンの将来を見据えた規制の変化
を解説する。

　2-1　「無人航空機」とは
　「無人航空機」の定義は、航空法第二条第二十二
項にある。すなわち、「無人航空機」とは、航空の
用に供することができる飛行機、回転翼航空機、
滑空機、飛行船、その他政令で定める機器であって、
構造上、人が乗ることができないもののうち、遠
隔操作または自動操縦（プログラムにより自動的
に操縦を行うことをいう）により飛行させること
ができるもの（その重量、その他の事由を勘案して、
その飛行により航空機の航行の安全並びに、地上
および水上の人および物件の安全が損なわれる恐
れがないものとして国土交通省令で定めるものを
除く）をいう。
　また、航空法に付随し、航空法の運用の細目など
を定めた航空法施行規則によると、重量が200g未

満のものは、無人航空機の対象から除外されると規
定されている。なお、ここで重量とは、無人航空機
本体の重量およびバッテリーの重量の合計であり、
バッテリー以外の取り外し可能な付属品の重量は含
まない。すなわち、200g未満は以下で示す航空法
の適用は受けない。
　2-2　無人航空機の飛行の許可が必要となる空域
　航空法には、原則として国土交通省の許可・承認
の必要がない飛行空域と飛行方法が示されている。
それ以外の航空機の飛行安全に影響を及ぼす恐れの
ある空域や、落下した場合に地上の人などに危害を
及ぼす恐れが高い空域において、無人航空機を飛行
させる場合には、国土交通大臣の許可や承認が必要
である。
　原則飛行禁止の空域は、以下の通りである（Fig.1）。
（A）空港等の周辺（進入表面等）の上空の空域
　空港および飛行場の周辺は示されている通り、飛
行禁止であるが、ビルの屋上などに設置してあるヘ
リポート周辺も禁止空域になっている。
（B）150m以上の高さの空域
　ここで150m以上の高さとは、地表からの高さを
指している。例えば、山頂から150m上空に無人航
空機を上昇させた後、山の麓まで同じ高さで飛行
させると150mを超えてしまうので、注意が必要で
ある。
（C）人口集中地区の上空
　ここでいう人口集中地区とは、毎年実施される国
勢調査で、おおむね人口が1km2当たり4,000人以上
の地域であり、DID（Densely Inhabited District）
と呼ばれている。その範囲は総務省、国土交通省、
国土地理院（地理院地図）のホームページ２）に示
されている。日本全国の3～4%が、これに該当する。
例えば、東京23区はすべて飛行禁止区域である。
注意が必要なのは、このDIDに含まれている地域
では、どれほど広い私有地があったとしても無人航
空機を無許可で飛ばすことはできないという点であ
る。また、地上とワイヤー等でつながれていても、
無人航空機として扱われる。一方、網等で四方八方
が囲まれ、無人航空機が物理的に外部に出ることが
ない空間等については屋内とされ、飛行に関する規
制はない。外部と隔離されたトンネル内も、同じ扱
いである。
　2-3　無人航空機の飛行の方法
　無人航空機を飛行させる場合、飛行させる場所に
関わらず、以下のルールを守る必要がある（Fig.2）。

このルールによらず、無人航空機を飛行させようと
する場合には、あらかじめ国土交通大臣の承認を受
ける必要がある。
（1）日中（日出から日没まで）に飛行させること。
（2）目視（直接肉眼による）範囲内で、無人航空機
とその周囲を常時監視して飛行させること。
　自分の目視で見通せる範囲（目視範囲）のことを、
VLOS（Visual-Line-Of-Sight）と呼ぶ。ここでの目
視とは、無人航空機を飛行させる者本人が自分の目
で見ることをいい、補助者による目視は該当せず、
モニターを通して見ること、双眼鏡やカメラ等を
用いて見ることは目視に当たらない。特に、FPV
（First Person View）といい、一人称視点でドロー
ンからの映像を見ながら飛行させることが、空撮や
ドローンの競技会で流行っている。この場合であっ
ても、どれほど鮮明な映像が見えていても目視に当
たらない。このため、現在、完全プログラム化され
た自動飛行ドローンであっても、長距離飛行が原則
禁止されている。
（3）人（第三者）または物件（第三者の建物、自動

車など）との間に30m以上の距離を保って飛行さ
せること。
（4）祭礼、縁日など多数の人が集まる催しの上空で
飛行させないこと。
　2017年11月、岐阜県大垣市のイベント会場で「お
菓子まき」をしていたドローンが墜落して、けが人
を出した事故があった。この事故を契機に、ドロー
ンの飛行高度に応じた具体的な立ち入り禁止区画の
設置が義務付けられた。さらに、プロペラガード等
の接触時の被害を軽減する措置が義務化され、風速
制限、飛行速度制限も設けられることになった。
（5）爆発物など危険物を輸送しないこと。
（6）無人航空機から物を投下しないこと。
　投下の禁止に関しては、例えば、水や農薬等をド
ローンによって散布する場合も含まれる。
　なお、都道府県・市区町村等の地方公共団体が定
める条例等により、飛行が禁止されている場所・地
域もあるので注意が必要である。
　航空法に加えて、「国会議事堂、内閣総理大臣官
邸その他の国の重要な施設等、外国公館等及び原子

力事業所の周辺地域の上空における小型無人機等の
飛行の禁止に関する法律」（小型無人機等飛行禁止
法）が存在し、さらに、その改正法案が2019年5月
24日に公布され、6月13日に施行される。法律の名
称通り、政府の重要施設と自衛隊施設、在日米軍施
設、2019年ラグビーワールドカップ大会会場、
2020年東京オリンピック・パラリンピック大会会
場とその周辺おおむね300mの地域での小型無人機
の飛行を原則禁止している。加えて、「航空法及び
運輸安全委員会設置法の一部を改正する法律案」が
国会審議中であり、そこでは飲酒時の操縦禁止、飛
行前の点検の遵守、衝突予防の遵守、危険な飛行の
禁止、無人航空機の飛行を行う者等に対する報告徴
収・立入検査制度を新設することが挙げられている。
　2-4　航空法以外の従来法による規定
　航空法以外の法律も小型無人航空機の飛行を規制
しているので注意が必要である。
（1）電波法
　地上からドローンを操縦する電波、あるいはド
ローンを遠隔でモニタリングする通信電波の周波数
と強度は、国の許可を得る必要があり、技術基準適
合製品を使わなければならない。現在、一般にドロー
ンの操縦で使用する電波の周波数は、免許不要の
2.4GHz帯、一部は920MHz帯を使用している（産
業用ヘリコプターは一部73MHzなど）。この2.4GHz
周波数帯はいろいろな分野で使用されており、無線
LANや電子レンジなどでも使用されている。電波
の直進性が強く、そのため、機体が遮蔽物に隠れる
と、電波が遮断される可能性がある。また、使用者
同士の運用調節は不要であるという利点がある一
方、場合によっては、他の機体と混信する可能性が
あることに注意が必要である。一方、第三級陸上特
殊無線技士以上の資格を得ることによって、
2.4GHz、5.7GHzを電波出力1Wまで使用すること
ができ、また169MHz帯も、10mWまで許可される
ようになる。高周波数帯はコマンド、テレメトリ、
画像伝送の使用に向き、低周波数は遮蔽物にも強く、
長距離伝送が可能であるため、バックアップ用とし
て適している。ちなみに、携帯電話等をドローンに
搭載して、大容量かつ長距離の通信を確保しようと
考えることがある。この場合、携帯電話等事業者を
主に対象とした実用化試験局の免許手続きが必要で
ある。携帯電話等は地上での利用を前提に設計され
た無線局であり、この手続きなしでは、上空で利用
することはできない。

（2）個人情報保護法
　総務省は2015年6月に「ドローンによる撮影映像
等のインターネット上での取扱に係わるガイドライ
ン」を発表した。ドローンで撮影した画像を非撮影
者などに許可なくインターネットなどで不特定多数
の人に公開すると、個人情報保護法違反になる場合
がある。ただし、同意を得ることが難しい場合、ガ
イドライン中では、
① 住宅地にカメラを向けないようにするなど撮影
態様に配慮すること。

② プライバシー侵害の可能性がある撮影映像等に
ぼかしを入れるなどの配慮をすること。

③ 撮影映像等をインターネット上で公開するサー
ビスを提供する電気通信事業者においては、削
除依頼への対応を適切に行うこと。

の3点を具体的に注意すべき事項として挙げている。
（3）道路交通法
　道路上の人、車両などの通行や安全に影響する行
為に関しては、所轄警察から許可を得る必要がある。
例えば、道路上空を横切る飛行をドローンにさせる
場合、これに該当する可能性がある。
（4）民法
　民法第207条に「土地の所有権は、法令の制限内
において、その土地の上下に及ぶ」との条文があり、
無断で他人の土地の上空飛行はできない。
（5）刑法
　不注意により鉄道、船舶などの安全な往来や破損
事故などを起こした場合、「過失往来危険罪」に問
われることがある。
（6）廃棄物の処理および清掃に関する法律（廃棄物
処理法）
　電子回路を含むドローンの廃棄に注意が必要なの
はいうまでもないが、墜落して場所がわからなく
なったドローンを放置しておくと不法投棄と見なさ
れる可能性がある。墜落によってバッテリーが損傷
し発火する可能性もあるので注意が必要である。
　2-5　操縦ライセンスと保険
　日本は国として、小型無人航空機の操縦に免許、
ライセンスを定めていない。しかし、既述の禁止事
項の飛行を許可する条件の一つに、最低10時間の
操縦経験があることが求められている。すなわち、
自動車運転免許のような免許による資格ではなく、
知識や経験のレベルを求めている。なお、10時間
という経験は許可申請に当たり、本人が申告するこ
とになっており、許可申請書に記入する。

Unmanned Traffic Management）システムの開発
である。都市部を複数のドローンが飛び交うことを
可能とする飛行ルール作りが始まっている。

　本稿では、航空法が改正された、2015年12月以
降の無人航空機の法規制の要点を示した。ドローン
は空の産業革命とも呼ばれ、将来性の期待が大きい。
それゆえに、正しくドローンのことを知り、正しい
知識を持った上で、利活用の議論がされていくこと
を期待している。
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ず、常時、不具合発生時等において、無人航空
機を飛行させる者が機体を安全に着陸させられ
るよう、強制的に操作介入ができる設計である
こと。

　3-2　最大離陸重量25kg以上の無人航空機
　最大離陸重量が25kg以上の無人航空機について
は、前述の全ての無人航空機が備えるべき機能およ
び性能の基準に加え、次に掲げる基準にも適合する
必要がある。
（1） 想定される全ての運用に耐え得る堅牢性を有す
ること。
（2） 機体を整備することにより、100時間以上の飛
行に耐え得る耐久性を有すること。
（3） 機体と操縦装置との間の通信は、他の機器に悪
影響を与えないこと。
（4）  発動機、モーターまたはプロペラ（ローター）
が故障した後、これらの破損した部品が飛散する恐
れができる限り少ない構造であること。
（5） 事故発生時に、その原因調査をするための飛行
諸元を記録できる機能を有すること。
（6） 以下の想定される不具合モードに対し、適切な
フェールセーフ機能を有すること。
①通信系統に関して、
　・電波状況の悪化による通信不通
　・操縦装置の故障
　・他の操縦装置との混信
　・送受信機の故障
②推進系統に関して、発動機の場合は、
　・発動機の出力の低下または停止
　・不時回転数上昇
　電動の場合は、
　・モーターの回転数の減少、停止
　・モーターの回転数上昇
③電源系統に関して、
　・機体の主電源消失
　・操縦装置の主電源消失
④自動制御系統に関して、
　・制御計算機の故障
　以上のように、基準は最大離陸重量25kgを境に
分けられている。現在市販されているほぼ全てのド
ローンの離陸重量は25kg未満の小型・軽量であり、
それら多くの実績により、上記基準のうち、全ての
無人航空機が備えるべき機能および性能に関する基
準は、明確化されているといっても良い。一方、最
近の産業用ドローンの一つの傾向として大型化がみ

られる。例えば、物資輸送や農薬散布ドローンは性
能を上げるために大型化している。しかし、最大離
陸重量25kg以上のドローンの基準が具体化してい
ないために、多くのドローンの離陸重量が25kgに
抑えられており、大型ドローンの耐空証明（安全基
準）、型式証明（機体認証・製造認証）、許可承認要
件等の制度検討が必要である。

　規制ばかりが注目されるドローンであるが、その
利活用は大きな可能性を秘めているのはいうまでも
ない。2015年11月、安倍晋三首相は「早ければ3
年以内に小型無人機（ドローン）を使った荷物配送
を可能にする」と述べ、物流や運搬におけるドロー
ンの本格活用の検討が本格化した。それを受け、
2015年12月から2018年12月にかけて内閣府で「小
型無人機に係る環境整備に向けた官民協議会」が定
期的に開かれた。この官民協議会において、小型無
人航空機の安全な利活用のための技術開発と環境整
備に関する「空の産業革命に向けたロードマップ」
（Fig.5）が定められた。
　ロードマップでは、ドローンの飛行形態を以下の
4つのレベルに分けている。
レベル1：目視内での操縦飛行
レベル2：目視内での自動・自律飛行
レベル3：無人地帯（第三者が立ち入る可能性の低
い山、海水域、河川・湖沼、森林等）での目視外飛行（補
助者の配置なし）
レベル４：有人地帯（第三者上空）での目視外飛行（補
助者の配置なし）
　その上で、2020年代後半以降の有人地帯におけ
る完全自律ドローンの飛行に向けてのロードマップ
とガイドラインが示された。
　現在、レベル1からレベル2による目視内飛行は
趣味、産業用途を問わず、既に活用が進められて
いるが、レベル3からレベル4の目視外飛行を行う
にあたっては、上述の目視を代替する機能が必要
である。レベル3に対しては、国土交通省は「無人
航空機の目視外飛行に関する要件」（Fig.6）を明ら
かにした。これを受けて、2018年からレベル3相当
の目視外飛行の試験が始まった。レベル3からレベ
ル4を実現する環境整備のための研究開発も始まっ
ている。その代表が、空域内を飛行する複数のド
ローンの情報を集約し、ドローンの飛行申請・許可、
運行管理を統合的に行う無人航空機管制（UTM、 
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　現在、複数の民間団体が独自にドローンの認定資
格を設けており、全国に操縦訓練校が多く存在して
いる。そこでは、初心者レベルから高度なレベルま
でを対象に、独自のカリキュラムによる法規、技術、
気象、操縦実技などの教育訓練が実施されている。
これらスクールでドローンについて講習を受けるこ
とは許可申請時に役に立ち、また一部の書類を省略
できる場合もあり、自らの技能を証明することにも
なる。
　諸外国においては、欧州は各国ごとに異なるルー
ルを定めており、国によって若干の違いがあるもの
の、おおむねわが国と大きな違いはない。一方、米
国にも飛行に関するルールが存在することに加え、
商業目的で小型無人航空機を飛行させる場合、
FAA（連邦航空局）認定のライセンスが必要である。
また、個人が趣味等の目的で飛行させる場合、全て
の機体（0.55lb.（約250g）以上55lb.（約25kg）未満）
を登録し、発行された登録証を携帯し、また登録番
号シールを機体に添付する必要がある。
　最近、世界的にドローンの事故に対する第三者へ
の対人・対物賠償、自損に対する補償などの目的で、
いわゆる「ドローン保険」が生まれ、加入者が増え
ている。加入を義務付ける国も多いが、日本では法

的な義務付けは存在しない。ただし、国土交通省の
ガイドラインには、不測の事態に備え、保険に加入
しておくことを推奨している。保険会社からは、さ
まざまな条件のドローン保険が売り出されるととも
に、ドローンメーカーや販売店がドローンとセット
で保険を販売することもあるようである。
　2-6　改正航空法の運用状況
　Fig.3によると、2015年12月に改正航空法が施行
された後に、小型無人航空機の飛行許可申請件数は
徐々に増加しているが、2018年4月にオンライン申
請が可能となったことで、一気にその数が増した。
また、Fig.4によると、許可を求める項目で最も多
いのは、人口集中地区（DID）での飛行と、第三者
の人、または物件との間の飛行距離が30m以内に
なることへの許可である。飛行の目的は空撮が最も
多く、測量、インフラ点検・保守と続く。また、ほ
ぼすべてのドローンが保険に加入しているのがわか
る。
　また、国土交通省は、事故等情報の義務報告制度
や、いわゆるヒヤリ・ハット情報の報告の仕組み、
事故等情報の収集・分析システムの構築を進めてい
る。これまで国土交通省に寄せられた事故報告は、
「ドローン情報基盤システム（Drone/UAS Information Platform System）」４）で公開されている。

　2015年12月に改正航空法が施行されたことに伴
い、国土交通省は「無人航空機の飛行に関する許可・
承認の審査要領」を制定した。そこには、無人航空
機が備えるべき機能および性能に関する基準が定め
られている。これら基準に適合した一定の型式の無
人航空機については、国土交通省が「基準適合機」
として認め、飛行許可申請の際に機体および操縦装
置の性能を示す資料の一部を省略することが認めら
れている。
　3-1　全ての無人航空機
　全ての無人航空機が備えるべき機能および性能に
関する基準は、以下の通りである。
（1） 鋭利な突起物のない構造であること（構造上、
必要なものを除く）。
（2）無人航空機の位置および向きが正確に視認でき
る灯火、または表示等を有していること。
（3） 無人航空機を飛行させる者が燃料、またはバッ
テリーの状態を確認できること。
（4） 遠隔操作により飛行させることができる無人航
空機の場合には、上記（1）～（3）の基準に加え、

①特別な操作技術、または過度な注意力を要する
ことなく、安定した離陸および着陸ができるこ
と。

②特別な操作技術、または過度な注意力を要する
ことなく、安定した飛行（上昇、前後移動、水
平方向の飛行、ホバリング（回転翼航空機に限
る）、下降等）ができること。

③緊急時に機体が暴走しないよう、操縦装置の主
電源の切断、または同等な手段により、モーター
または発動機を停止できること。

④操縦装置は、操作の誤りの恐れができる限り少
ないようにしたものであること。

⑤操縦装置により適切に無人航空機を制御できる
こと。

（5）自動操縦により飛行させることができる無人航
空機の場合には、上記（1）～（3）の基準に加え、
①自動操縦システム（自動操縦により飛行させる
ためのシステム）により、安定した離陸および
着陸ができること。

②自動操縦システムにより、安定した飛行（上昇、
前後移動、水平方向の飛行、ホバリング（回転
翼航空機に限る）、下降等）ができること。

③あらかじめ設定された飛行プログラムに関わらFig.3　無人航空機に係わる許可承認申請件数の推移３）

●改正航空法施行後（平成27年12月10日から平成30年6月30日まで）、国土交通省に対して合計約46,000件以上の申請があった。

※空港事務所分の集計について
 ・平成27年12月～平成29年2月については、当月10日から翌月9日までの集計。平成29年3月については、同年3月9日から31日までの集計。



　「ドローン」という言葉が一般に使われ出して久
しいが、ドローンは俗称であり、正式には「無人航
空機」（Unmanned Aerial Vehicle、あるいはUnmanned 
Aerial System）という。もともと、ラジコン飛行
機などの遠隔操縦の小型無人航空機は、大人の趣味
として昔から存在し、全国各地に愛好者が団体を組

織して、土地管理者の許可を得て飛行を楽しんでい
た。また、日本には小型の農薬散布ヘリコプターが
多く出回り、民需産業用の無人機大国でもあった。
もともと航空法には無人航空機に関する規定はな
く、個人や運用者が自主的にルールを作り、安全な
飛行を行っていた。そんな中、1990年代後半にな
ると、バッテリー、モーターの性能が向上し、それ
までアルコールを主な燃料としていたエンジン機に
加えて電動機が登場した。電動機は、エンジン機に
比べれば飛行時間は短いが、可燃性の液体燃料を使
わないため、扱いが容易である。電動機はバッテリー
能力向上とともに、2000年代に入ると一気に数を
増した。電動機も初めはエンジン機のエンジンを置

き換えた固定翼タイプ、または、ヘリコプタータイ
プの航空機が多かった。しかし、センサー、マイコ
ン技術の発達とともに、多回転翼機のマルチコプ
タータイプが登場し始めた。
　「ドローン」という無人航空機は軍事用途で使わ
れていたが、2010年、フランスのParrot社から
AR. Droneという製品のマルチコプターが販売され
ヒットしたことで、世界的に「マルチコプター」が「ド
ローン」と呼ばれるようになり、さらには固定翼機
を含むあらゆる無人航空機がドローンと呼ばれるよ
うになってしまった。普及を始めたドローンは、飛
行の手軽さもあってホビー、空撮を中心に広まって
いったが、徐々に危険な飛行が目立つようになって
いった。そして、2015年4月、首相官邸の屋上でド
ローンが落下しているのが発見されたことをきっか
けに、それまで航空法をはじめ、法的な規制がなかっ
たドローンに対する法規制の議論が本格化し、その
年の12月10日にドローンのルールを新たに盛り込
んだ改正航空法が施行された。それまで自主的な
ルールで飛行させてきた趣味で飛ばすラジコン飛行
機や農薬散布ヘリコプターも、改正航空法施行以後
は、新ルールに従って飛行させなければならなく
なった。
　本稿は、ドローン、すなわち無人航空機に関する
法規制を中心に、改正航空法やその他法規における
飛行の要件、機体としての要件、また「空の産業革命」
ともいわれるドローンの将来を見据えた規制の変化
を解説する。

　2-1　「無人航空機」とは
　「無人航空機」の定義は、航空法第二条第二十二
項にある。すなわち、「無人航空機」とは、航空の
用に供することができる飛行機、回転翼航空機、
滑空機、飛行船、その他政令で定める機器であって、
構造上、人が乗ることができないもののうち、遠
隔操作または自動操縦（プログラムにより自動的
に操縦を行うことをいう）により飛行させること
ができるもの（その重量、その他の事由を勘案して、
その飛行により航空機の航行の安全並びに、地上
および水上の人および物件の安全が損なわれる恐
れがないものとして国土交通省令で定めるものを
除く）をいう。
　また、航空法に付随し、航空法の運用の細目など
を定めた航空法施行規則によると、重量が200g未

満のものは、無人航空機の対象から除外されると規
定されている。なお、ここで重量とは、無人航空機
本体の重量およびバッテリーの重量の合計であり、
バッテリー以外の取り外し可能な付属品の重量は含
まない。すなわち、200g未満は以下で示す航空法
の適用は受けない。
　2-2　無人航空機の飛行の許可が必要となる空域
　航空法には、原則として国土交通省の許可・承認
の必要がない飛行空域と飛行方法が示されている。
それ以外の航空機の飛行安全に影響を及ぼす恐れの
ある空域や、落下した場合に地上の人などに危害を
及ぼす恐れが高い空域において、無人航空機を飛行
させる場合には、国土交通大臣の許可や承認が必要
である。
　原則飛行禁止の空域は、以下の通りである（Fig.1）。
（A）空港等の周辺（進入表面等）の上空の空域
　空港および飛行場の周辺は示されている通り、飛
行禁止であるが、ビルの屋上などに設置してあるヘ
リポート周辺も禁止空域になっている。
（B）150m以上の高さの空域
　ここで150m以上の高さとは、地表からの高さを
指している。例えば、山頂から150m上空に無人航
空機を上昇させた後、山の麓まで同じ高さで飛行
させると150mを超えてしまうので、注意が必要で
ある。
（C）人口集中地区の上空
　ここでいう人口集中地区とは、毎年実施される国
勢調査で、おおむね人口が1km2当たり4,000人以上
の地域であり、DID（Densely Inhabited District）
と呼ばれている。その範囲は総務省、国土交通省、
国土地理院（地理院地図）のホームページ２）に示
されている。日本全国の3～4%が、これに該当する。
例えば、東京23区はすべて飛行禁止区域である。
注意が必要なのは、このDIDに含まれている地域
では、どれほど広い私有地があったとしても無人航
空機を無許可で飛ばすことはできないという点であ
る。また、地上とワイヤー等でつながれていても、
無人航空機として扱われる。一方、網等で四方八方
が囲まれ、無人航空機が物理的に外部に出ることが
ない空間等については屋内とされ、飛行に関する規
制はない。外部と隔離されたトンネル内も、同じ扱
いである。
　2-3　無人航空機の飛行の方法
　無人航空機を飛行させる場合、飛行させる場所に
関わらず、以下のルールを守る必要がある（Fig.2）。

このルールによらず、無人航空機を飛行させようと
する場合には、あらかじめ国土交通大臣の承認を受
ける必要がある。
（1）日中（日出から日没まで）に飛行させること。
（2）目視（直接肉眼による）範囲内で、無人航空機
とその周囲を常時監視して飛行させること。
　自分の目視で見通せる範囲（目視範囲）のことを、
VLOS（Visual-Line-Of-Sight）と呼ぶ。ここでの目
視とは、無人航空機を飛行させる者本人が自分の目
で見ることをいい、補助者による目視は該当せず、
モニターを通して見ること、双眼鏡やカメラ等を
用いて見ることは目視に当たらない。特に、FPV
（First Person View）といい、一人称視点でドロー
ンからの映像を見ながら飛行させることが、空撮や
ドローンの競技会で流行っている。この場合であっ
ても、どれほど鮮明な映像が見えていても目視に当
たらない。このため、現在、完全プログラム化され
た自動飛行ドローンであっても、長距離飛行が原則
禁止されている。
（3）人（第三者）または物件（第三者の建物、自動

車など）との間に30m以上の距離を保って飛行さ
せること。
（4）祭礼、縁日など多数の人が集まる催しの上空で
飛行させないこと。
　2017年11月、岐阜県大垣市のイベント会場で「お
菓子まき」をしていたドローンが墜落して、けが人
を出した事故があった。この事故を契機に、ドロー
ンの飛行高度に応じた具体的な立ち入り禁止区画の
設置が義務付けられた。さらに、プロペラガード等
の接触時の被害を軽減する措置が義務化され、風速
制限、飛行速度制限も設けられることになった。
（5）爆発物など危険物を輸送しないこと。
（6）無人航空機から物を投下しないこと。
　投下の禁止に関しては、例えば、水や農薬等をド
ローンによって散布する場合も含まれる。
　なお、都道府県・市区町村等の地方公共団体が定
める条例等により、飛行が禁止されている場所・地
域もあるので注意が必要である。
　航空法に加えて、「国会議事堂、内閣総理大臣官
邸その他の国の重要な施設等、外国公館等及び原子

力事業所の周辺地域の上空における小型無人機等の
飛行の禁止に関する法律」（小型無人機等飛行禁止
法）が存在し、さらに、その改正法案が2019年5月
24日に公布され、6月13日に施行される。法律の名
称通り、政府の重要施設と自衛隊施設、在日米軍施
設、2019年ラグビーワールドカップ大会会場、
2020年東京オリンピック・パラリンピック大会会
場とその周辺おおむね300mの地域での小型無人機
の飛行を原則禁止している。加えて、「航空法及び
運輸安全委員会設置法の一部を改正する法律案」が
国会審議中であり、そこでは飲酒時の操縦禁止、飛
行前の点検の遵守、衝突予防の遵守、危険な飛行の
禁止、無人航空機の飛行を行う者等に対する報告徴
収・立入検査制度を新設することが挙げられている。
　2-4　航空法以外の従来法による規定
　航空法以外の法律も小型無人航空機の飛行を規制
しているので注意が必要である。
（1）電波法
　地上からドローンを操縦する電波、あるいはド
ローンを遠隔でモニタリングする通信電波の周波数
と強度は、国の許可を得る必要があり、技術基準適
合製品を使わなければならない。現在、一般にドロー
ンの操縦で使用する電波の周波数は、免許不要の
2.4GHz帯、一部は920MHz帯を使用している（産
業用ヘリコプターは一部73MHzなど）。この2.4GHz
周波数帯はいろいろな分野で使用されており、無線
LANや電子レンジなどでも使用されている。電波
の直進性が強く、そのため、機体が遮蔽物に隠れる
と、電波が遮断される可能性がある。また、使用者
同士の運用調節は不要であるという利点がある一
方、場合によっては、他の機体と混信する可能性が
あることに注意が必要である。一方、第三級陸上特
殊無線技士以上の資格を得ることによって、
2.4GHz、5.7GHzを電波出力1Wまで使用すること
ができ、また169MHz帯も、10mWまで許可される
ようになる。高周波数帯はコマンド、テレメトリ、
画像伝送の使用に向き、低周波数は遮蔽物にも強く、
長距離伝送が可能であるため、バックアップ用とし
て適している。ちなみに、携帯電話等をドローンに
搭載して、大容量かつ長距離の通信を確保しようと
考えることがある。この場合、携帯電話等事業者を
主に対象とした実用化試験局の免許手続きが必要で
ある。携帯電話等は地上での利用を前提に設計され
た無線局であり、この手続きなしでは、上空で利用
することはできない。

（2）個人情報保護法
　総務省は2015年6月に「ドローンによる撮影映像
等のインターネット上での取扱に係わるガイドライ
ン」を発表した。ドローンで撮影した画像を非撮影
者などに許可なくインターネットなどで不特定多数
の人に公開すると、個人情報保護法違反になる場合
がある。ただし、同意を得ることが難しい場合、ガ
イドライン中では、
① 住宅地にカメラを向けないようにするなど撮影
態様に配慮すること。

② プライバシー侵害の可能性がある撮影映像等に
ぼかしを入れるなどの配慮をすること。

③ 撮影映像等をインターネット上で公開するサー
ビスを提供する電気通信事業者においては、削
除依頼への対応を適切に行うこと。

の3点を具体的に注意すべき事項として挙げている。
（3）道路交通法
　道路上の人、車両などの通行や安全に影響する行
為に関しては、所轄警察から許可を得る必要がある。
例えば、道路上空を横切る飛行をドローンにさせる
場合、これに該当する可能性がある。
（4）民法
　民法第207条に「土地の所有権は、法令の制限内
において、その土地の上下に及ぶ」との条文があり、
無断で他人の土地の上空飛行はできない。
（5）刑法
　不注意により鉄道、船舶などの安全な往来や破損
事故などを起こした場合、「過失往来危険罪」に問
われることがある。
（6）廃棄物の処理および清掃に関する法律（廃棄物
処理法）
　電子回路を含むドローンの廃棄に注意が必要なの
はいうまでもないが、墜落して場所がわからなく
なったドローンを放置しておくと不法投棄と見なさ
れる可能性がある。墜落によってバッテリーが損傷
し発火する可能性もあるので注意が必要である。
　2-5　操縦ライセンスと保険
　日本は国として、小型無人航空機の操縦に免許、
ライセンスを定めていない。しかし、既述の禁止事
項の飛行を許可する条件の一つに、最低10時間の
操縦経験があることが求められている。すなわち、
自動車運転免許のような免許による資格ではなく、
知識や経験のレベルを求めている。なお、10時間
という経験は許可申請に当たり、本人が申告するこ
とになっており、許可申請書に記入する。

Unmanned Traffic Management）システムの開発
である。都市部を複数のドローンが飛び交うことを
可能とする飛行ルール作りが始まっている。

　本稿では、航空法が改正された、2015年12月以
降の無人航空機の法規制の要点を示した。ドローン
は空の産業革命とも呼ばれ、将来性の期待が大きい。
それゆえに、正しくドローンのことを知り、正しい
知識を持った上で、利活用の議論がされていくこと
を期待している。
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ず、常時、不具合発生時等において、無人航空
機を飛行させる者が機体を安全に着陸させられ
るよう、強制的に操作介入ができる設計である
こと。

　3-2　最大離陸重量25kg以上の無人航空機
　最大離陸重量が25kg以上の無人航空機について
は、前述の全ての無人航空機が備えるべき機能およ
び性能の基準に加え、次に掲げる基準にも適合する
必要がある。
（1） 想定される全ての運用に耐え得る堅牢性を有す
ること。
（2） 機体を整備することにより、100時間以上の飛
行に耐え得る耐久性を有すること。
（3） 機体と操縦装置との間の通信は、他の機器に悪
影響を与えないこと。
（4）  発動機、モーターまたはプロペラ（ローター）
が故障した後、これらの破損した部品が飛散する恐
れができる限り少ない構造であること。
（5） 事故発生時に、その原因調査をするための飛行
諸元を記録できる機能を有すること。
（6） 以下の想定される不具合モードに対し、適切な
フェールセーフ機能を有すること。
①通信系統に関して、
　・電波状況の悪化による通信不通
　・操縦装置の故障
　・他の操縦装置との混信
　・送受信機の故障
②推進系統に関して、発動機の場合は、
　・発動機の出力の低下または停止
　・不時回転数上昇
　電動の場合は、
　・モーターの回転数の減少、停止
　・モーターの回転数上昇
③電源系統に関して、
　・機体の主電源消失
　・操縦装置の主電源消失
④自動制御系統に関して、
　・制御計算機の故障
　以上のように、基準は最大離陸重量25kgを境に
分けられている。現在市販されているほぼ全てのド
ローンの離陸重量は25kg未満の小型・軽量であり、
それら多くの実績により、上記基準のうち、全ての
無人航空機が備えるべき機能および性能に関する基
準は、明確化されているといっても良い。一方、最
近の産業用ドローンの一つの傾向として大型化がみ

られる。例えば、物資輸送や農薬散布ドローンは性
能を上げるために大型化している。しかし、最大離
陸重量25kg以上のドローンの基準が具体化してい
ないために、多くのドローンの離陸重量が25kgに
抑えられており、大型ドローンの耐空証明（安全基
準）、型式証明（機体認証・製造認証）、許可承認要
件等の制度検討が必要である。

　規制ばかりが注目されるドローンであるが、その
利活用は大きな可能性を秘めているのはいうまでも
ない。2015年11月、安倍晋三首相は「早ければ3
年以内に小型無人機（ドローン）を使った荷物配送
を可能にする」と述べ、物流や運搬におけるドロー
ンの本格活用の検討が本格化した。それを受け、
2015年12月から2018年12月にかけて内閣府で「小
型無人機に係る環境整備に向けた官民協議会」が定
期的に開かれた。この官民協議会において、小型無
人航空機の安全な利活用のための技術開発と環境整
備に関する「空の産業革命に向けたロードマップ」
（Fig.5）が定められた。
　ロードマップでは、ドローンの飛行形態を以下の
4つのレベルに分けている。
レベル1：目視内での操縦飛行
レベル2：目視内での自動・自律飛行
レベル3：無人地帯（第三者が立ち入る可能性の低
い山、海水域、河川・湖沼、森林等）での目視外飛行（補
助者の配置なし）
レベル４：有人地帯（第三者上空）での目視外飛行（補
助者の配置なし）
　その上で、2020年代後半以降の有人地帯におけ
る完全自律ドローンの飛行に向けてのロードマップ
とガイドラインが示された。
　現在、レベル1からレベル2による目視内飛行は
趣味、産業用途を問わず、既に活用が進められて
いるが、レベル3からレベル4の目視外飛行を行う
にあたっては、上述の目視を代替する機能が必要
である。レベル3に対しては、国土交通省は「無人
航空機の目視外飛行に関する要件」（Fig.6）を明ら
かにした。これを受けて、2018年からレベル3相当
の目視外飛行の試験が始まった。レベル3からレベ
ル4を実現する環境整備のための研究開発も始まっ
ている。その代表が、空域内を飛行する複数のド
ローンの情報を集約し、ドローンの飛行申請・許可、
運行管理を統合的に行う無人航空機管制（UTM、 

　現在、複数の民間団体が独自にドローンの認定資
格を設けており、全国に操縦訓練校が多く存在して
いる。そこでは、初心者レベルから高度なレベルま
でを対象に、独自のカリキュラムによる法規、技術、
気象、操縦実技などの教育訓練が実施されている。
これらスクールでドローンについて講習を受けるこ
とは許可申請時に役に立ち、また一部の書類を省略
できる場合もあり、自らの技能を証明することにも
なる。
　諸外国においては、欧州は各国ごとに異なるルー
ルを定めており、国によって若干の違いがあるもの
の、おおむねわが国と大きな違いはない。一方、米
国にも飛行に関するルールが存在することに加え、
商業目的で小型無人航空機を飛行させる場合、
FAA（連邦航空局）認定のライセンスが必要である。
また、個人が趣味等の目的で飛行させる場合、全て
の機体（0.55lb.（約250g）以上55lb.（約25kg）未満）
を登録し、発行された登録証を携帯し、また登録番
号シールを機体に添付する必要がある。
　最近、世界的にドローンの事故に対する第三者へ
の対人・対物賠償、自損に対する補償などの目的で、
いわゆる「ドローン保険」が生まれ、加入者が増え
ている。加入を義務付ける国も多いが、日本では法

的な義務付けは存在しない。ただし、国土交通省の
ガイドラインには、不測の事態に備え、保険に加入
しておくことを推奨している。保険会社からは、さ
まざまな条件のドローン保険が売り出されるととも
に、ドローンメーカーや販売店がドローンとセット
で保険を販売することもあるようである。
　2-6　改正航空法の運用状況
　Fig.3によると、2015年12月に改正航空法が施行
された後に、小型無人航空機の飛行許可申請件数は
徐々に増加しているが、2018年4月にオンライン申
請が可能となったことで、一気にその数が増した。
また、Fig.4によると、許可を求める項目で最も多
いのは、人口集中地区（DID）での飛行と、第三者
の人、または物件との間の飛行距離が30m以内に
なることへの許可である。飛行の目的は空撮が最も
多く、測量、インフラ点検・保守と続く。また、ほ
ぼすべてのドローンが保険に加入しているのがわか
る。
　また、国土交通省は、事故等情報の義務報告制度
や、いわゆるヒヤリ・ハット情報の報告の仕組み、
事故等情報の収集・分析システムの構築を進めてい
る。これまで国土交通省に寄せられた事故報告は、
「ドローン情報基盤システム（Drone/UAS Information 
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Platform System）」４）で公開されている。

　2015年12月に改正航空法が施行されたことに伴
い、国土交通省は「無人航空機の飛行に関する許可・
承認の審査要領」を制定した。そこには、無人航空
機が備えるべき機能および性能に関する基準が定め
られている。これら基準に適合した一定の型式の無
人航空機については、国土交通省が「基準適合機」
として認め、飛行許可申請の際に機体および操縦装
置の性能を示す資料の一部を省略することが認めら
れている。
　3-1　全ての無人航空機
　全ての無人航空機が備えるべき機能および性能に
関する基準は、以下の通りである。
（1） 鋭利な突起物のない構造であること（構造上、
必要なものを除く）。
（2）無人航空機の位置および向きが正確に視認でき
る灯火、または表示等を有していること。
（3） 無人航空機を飛行させる者が燃料、またはバッ
テリーの状態を確認できること。
（4） 遠隔操作により飛行させることができる無人航
空機の場合には、上記（1）～（3）の基準に加え、

①特別な操作技術、または過度な注意力を要する
ことなく、安定した離陸および着陸ができるこ
と。

②特別な操作技術、または過度な注意力を要する
ことなく、安定した飛行（上昇、前後移動、水
平方向の飛行、ホバリング（回転翼航空機に限
る）、下降等）ができること。

③緊急時に機体が暴走しないよう、操縦装置の主
電源の切断、または同等な手段により、モーター
または発動機を停止できること。

④操縦装置は、操作の誤りの恐れができる限り少
ないようにしたものであること。

⑤操縦装置により適切に無人航空機を制御できる
こと。

（5）自動操縦により飛行させることができる無人航
空機の場合には、上記（1）～（3）の基準に加え、
①自動操縦システム（自動操縦により飛行させる
ためのシステム）により、安定した離陸および
着陸ができること。

②自動操縦システムにより、安定した飛行（上昇、
前後移動、水平方向の飛行、ホバリング（回転
翼航空機に限る）、下降等）ができること。

③あらかじめ設定された飛行プログラムに関わら

　3.　無人航空機の機能および性能に関する規制

Fig.4　無人航空機に係わる許可承認申請の内容３）

●許可等に当たっては、許可・承認の審査要領等に基づき機体・操縦者・運航管理体制等について審査し、地上の人及び物件等の
　安全が損なわれるおそれがないことを確認している。
●許可等を行ったものは、第三者又は物件との距離(30m)未満での飛行に係るものや空撮等を目的とするものが多数占めている。※
●なお、保険加入の浸透に見られるように、操縦者等の安全意識も向上していると考えられる。

※ただし、許可等に当たっては、原則として第三者上空等を避けて飛行させることを求めており、
　現在までのところ第三者上空の飛行の許可等を行った事例はない。



　「ドローン」という言葉が一般に使われ出して久
しいが、ドローンは俗称であり、正式には「無人航
空機」（Unmanned Aerial Vehicle、あるいはUnmanned 
Aerial System）という。もともと、ラジコン飛行
機などの遠隔操縦の小型無人航空機は、大人の趣味
として昔から存在し、全国各地に愛好者が団体を組

織して、土地管理者の許可を得て飛行を楽しんでい
た。また、日本には小型の農薬散布ヘリコプターが
多く出回り、民需産業用の無人機大国でもあった。
もともと航空法には無人航空機に関する規定はな
く、個人や運用者が自主的にルールを作り、安全な
飛行を行っていた。そんな中、1990年代後半にな
ると、バッテリー、モーターの性能が向上し、それ
までアルコールを主な燃料としていたエンジン機に
加えて電動機が登場した。電動機は、エンジン機に
比べれば飛行時間は短いが、可燃性の液体燃料を使
わないため、扱いが容易である。電動機はバッテリー
能力向上とともに、2000年代に入ると一気に数を
増した。電動機も初めはエンジン機のエンジンを置

　4.　空の産業革命

き換えた固定翼タイプ、または、ヘリコプタータイ
プの航空機が多かった。しかし、センサー、マイコ
ン技術の発達とともに、多回転翼機のマルチコプ
タータイプが登場し始めた。
　「ドローン」という無人航空機は軍事用途で使わ
れていたが、2010年、フランスのParrot社から
AR. Droneという製品のマルチコプターが販売され
ヒットしたことで、世界的に「マルチコプター」が「ド
ローン」と呼ばれるようになり、さらには固定翼機
を含むあらゆる無人航空機がドローンと呼ばれるよ
うになってしまった。普及を始めたドローンは、飛
行の手軽さもあってホビー、空撮を中心に広まって
いったが、徐々に危険な飛行が目立つようになって
いった。そして、2015年4月、首相官邸の屋上でド
ローンが落下しているのが発見されたことをきっか
けに、それまで航空法をはじめ、法的な規制がなかっ
たドローンに対する法規制の議論が本格化し、その
年の12月10日にドローンのルールを新たに盛り込
んだ改正航空法が施行された。それまで自主的な
ルールで飛行させてきた趣味で飛ばすラジコン飛行
機や農薬散布ヘリコプターも、改正航空法施行以後
は、新ルールに従って飛行させなければならなく
なった。
　本稿は、ドローン、すなわち無人航空機に関する
法規制を中心に、改正航空法やその他法規における
飛行の要件、機体としての要件、また「空の産業革命」
ともいわれるドローンの将来を見据えた規制の変化
を解説する。

　2-1　「無人航空機」とは
　「無人航空機」の定義は、航空法第二条第二十二
項にある。すなわち、「無人航空機」とは、航空の
用に供することができる飛行機、回転翼航空機、
滑空機、飛行船、その他政令で定める機器であって、
構造上、人が乗ることができないもののうち、遠
隔操作または自動操縦（プログラムにより自動的
に操縦を行うことをいう）により飛行させること
ができるもの（その重量、その他の事由を勘案して、
その飛行により航空機の航行の安全並びに、地上
および水上の人および物件の安全が損なわれる恐
れがないものとして国土交通省令で定めるものを
除く）をいう。
　また、航空法に付随し、航空法の運用の細目など
を定めた航空法施行規則によると、重量が200g未

満のものは、無人航空機の対象から除外されると規
定されている。なお、ここで重量とは、無人航空機
本体の重量およびバッテリーの重量の合計であり、
バッテリー以外の取り外し可能な付属品の重量は含
まない。すなわち、200g未満は以下で示す航空法
の適用は受けない。
　2-2　無人航空機の飛行の許可が必要となる空域
　航空法には、原則として国土交通省の許可・承認
の必要がない飛行空域と飛行方法が示されている。
それ以外の航空機の飛行安全に影響を及ぼす恐れの
ある空域や、落下した場合に地上の人などに危害を
及ぼす恐れが高い空域において、無人航空機を飛行
させる場合には、国土交通大臣の許可や承認が必要
である。
　原則飛行禁止の空域は、以下の通りである（Fig.1）。
（A）空港等の周辺（進入表面等）の上空の空域
　空港および飛行場の周辺は示されている通り、飛
行禁止であるが、ビルの屋上などに設置してあるヘ
リポート周辺も禁止空域になっている。
（B）150m以上の高さの空域
　ここで150m以上の高さとは、地表からの高さを
指している。例えば、山頂から150m上空に無人航
空機を上昇させた後、山の麓まで同じ高さで飛行
させると150mを超えてしまうので、注意が必要で
ある。
（C）人口集中地区の上空
　ここでいう人口集中地区とは、毎年実施される国
勢調査で、おおむね人口が1km2当たり4,000人以上
の地域であり、DID（Densely Inhabited District）
と呼ばれている。その範囲は総務省、国土交通省、
国土地理院（地理院地図）のホームページ２）に示
されている。日本全国の3～4%が、これに該当する。
例えば、東京23区はすべて飛行禁止区域である。
注意が必要なのは、このDIDに含まれている地域
では、どれほど広い私有地があったとしても無人航
空機を無許可で飛ばすことはできないという点であ
る。また、地上とワイヤー等でつながれていても、
無人航空機として扱われる。一方、網等で四方八方
が囲まれ、無人航空機が物理的に外部に出ることが
ない空間等については屋内とされ、飛行に関する規
制はない。外部と隔離されたトンネル内も、同じ扱
いである。
　2-3　無人航空機の飛行の方法
　無人航空機を飛行させる場合、飛行させる場所に
関わらず、以下のルールを守る必要がある（Fig.2）。

このルールによらず、無人航空機を飛行させようと
する場合には、あらかじめ国土交通大臣の承認を受
ける必要がある。
（1）日中（日出から日没まで）に飛行させること。
（2）目視（直接肉眼による）範囲内で、無人航空機
とその周囲を常時監視して飛行させること。
　自分の目視で見通せる範囲（目視範囲）のことを、
VLOS（Visual-Line-Of-Sight）と呼ぶ。ここでの目
視とは、無人航空機を飛行させる者本人が自分の目
で見ることをいい、補助者による目視は該当せず、
モニターを通して見ること、双眼鏡やカメラ等を
用いて見ることは目視に当たらない。特に、FPV
（First Person View）といい、一人称視点でドロー
ンからの映像を見ながら飛行させることが、空撮や
ドローンの競技会で流行っている。この場合であっ
ても、どれほど鮮明な映像が見えていても目視に当
たらない。このため、現在、完全プログラム化され
た自動飛行ドローンであっても、長距離飛行が原則
禁止されている。
（3）人（第三者）または物件（第三者の建物、自動

車など）との間に30m以上の距離を保って飛行さ
せること。
（4）祭礼、縁日など多数の人が集まる催しの上空で
飛行させないこと。
　2017年11月、岐阜県大垣市のイベント会場で「お
菓子まき」をしていたドローンが墜落して、けが人
を出した事故があった。この事故を契機に、ドロー
ンの飛行高度に応じた具体的な立ち入り禁止区画の
設置が義務付けられた。さらに、プロペラガード等
の接触時の被害を軽減する措置が義務化され、風速
制限、飛行速度制限も設けられることになった。
（5）爆発物など危険物を輸送しないこと。
（6）無人航空機から物を投下しないこと。
　投下の禁止に関しては、例えば、水や農薬等をド
ローンによって散布する場合も含まれる。
　なお、都道府県・市区町村等の地方公共団体が定
める条例等により、飛行が禁止されている場所・地
域もあるので注意が必要である。
　航空法に加えて、「国会議事堂、内閣総理大臣官
邸その他の国の重要な施設等、外国公館等及び原子

力事業所の周辺地域の上空における小型無人機等の
飛行の禁止に関する法律」（小型無人機等飛行禁止
法）が存在し、さらに、その改正法案が2019年5月
24日に公布され、6月13日に施行される。法律の名
称通り、政府の重要施設と自衛隊施設、在日米軍施
設、2019年ラグビーワールドカップ大会会場、
2020年東京オリンピック・パラリンピック大会会
場とその周辺おおむね300mの地域での小型無人機
の飛行を原則禁止している。加えて、「航空法及び
運輸安全委員会設置法の一部を改正する法律案」が
国会審議中であり、そこでは飲酒時の操縦禁止、飛
行前の点検の遵守、衝突予防の遵守、危険な飛行の
禁止、無人航空機の飛行を行う者等に対する報告徴
収・立入検査制度を新設することが挙げられている。
　2-4　航空法以外の従来法による規定
　航空法以外の法律も小型無人航空機の飛行を規制
しているので注意が必要である。
（1）電波法
　地上からドローンを操縦する電波、あるいはド
ローンを遠隔でモニタリングする通信電波の周波数
と強度は、国の許可を得る必要があり、技術基準適
合製品を使わなければならない。現在、一般にドロー
ンの操縦で使用する電波の周波数は、免許不要の
2.4GHz帯、一部は920MHz帯を使用している（産
業用ヘリコプターは一部73MHzなど）。この2.4GHz
周波数帯はいろいろな分野で使用されており、無線
LANや電子レンジなどでも使用されている。電波
の直進性が強く、そのため、機体が遮蔽物に隠れる
と、電波が遮断される可能性がある。また、使用者
同士の運用調節は不要であるという利点がある一
方、場合によっては、他の機体と混信する可能性が
あることに注意が必要である。一方、第三級陸上特
殊無線技士以上の資格を得ることによって、
2.4GHz、5.7GHzを電波出力1Wまで使用すること
ができ、また169MHz帯も、10mWまで許可される
ようになる。高周波数帯はコマンド、テレメトリ、
画像伝送の使用に向き、低周波数は遮蔽物にも強く、
長距離伝送が可能であるため、バックアップ用とし
て適している。ちなみに、携帯電話等をドローンに
搭載して、大容量かつ長距離の通信を確保しようと
考えることがある。この場合、携帯電話等事業者を
主に対象とした実用化試験局の免許手続きが必要で
ある。携帯電話等は地上での利用を前提に設計され
た無線局であり、この手続きなしでは、上空で利用
することはできない。

（2）個人情報保護法
　総務省は2015年6月に「ドローンによる撮影映像
等のインターネット上での取扱に係わるガイドライ
ン」を発表した。ドローンで撮影した画像を非撮影
者などに許可なくインターネットなどで不特定多数
の人に公開すると、個人情報保護法違反になる場合
がある。ただし、同意を得ることが難しい場合、ガ
イドライン中では、
① 住宅地にカメラを向けないようにするなど撮影
態様に配慮すること。

② プライバシー侵害の可能性がある撮影映像等に
ぼかしを入れるなどの配慮をすること。

③ 撮影映像等をインターネット上で公開するサー
ビスを提供する電気通信事業者においては、削
除依頼への対応を適切に行うこと。

の3点を具体的に注意すべき事項として挙げている。
（3）道路交通法
　道路上の人、車両などの通行や安全に影響する行
為に関しては、所轄警察から許可を得る必要がある。
例えば、道路上空を横切る飛行をドローンにさせる
場合、これに該当する可能性がある。
（4）民法
　民法第207条に「土地の所有権は、法令の制限内
において、その土地の上下に及ぶ」との条文があり、
無断で他人の土地の上空飛行はできない。
（5）刑法
　不注意により鉄道、船舶などの安全な往来や破損
事故などを起こした場合、「過失往来危険罪」に問
われることがある。
（6）廃棄物の処理および清掃に関する法律（廃棄物
処理法）
　電子回路を含むドローンの廃棄に注意が必要なの
はいうまでもないが、墜落して場所がわからなく
なったドローンを放置しておくと不法投棄と見なさ
れる可能性がある。墜落によってバッテリーが損傷
し発火する可能性もあるので注意が必要である。
　2-5　操縦ライセンスと保険
　日本は国として、小型無人航空機の操縦に免許、
ライセンスを定めていない。しかし、既述の禁止事
項の飛行を許可する条件の一つに、最低10時間の
操縦経験があることが求められている。すなわち、
自動車運転免許のような免許による資格ではなく、
知識や経験のレベルを求めている。なお、10時間
という経験は許可申請に当たり、本人が申告するこ
とになっており、許可申請書に記入する。

Unmanned Traffic Management）システムの開発
である。都市部を複数のドローンが飛び交うことを
可能とする飛行ルール作りが始まっている。

　本稿では、航空法が改正された、2015年12月以
降の無人航空機の法規制の要点を示した。ドローン
は空の産業革命とも呼ばれ、将来性の期待が大きい。
それゆえに、正しくドローンのことを知り、正しい
知識を持った上で、利活用の議論がされていくこと
を期待している。
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ず、常時、不具合発生時等において、無人航空
機を飛行させる者が機体を安全に着陸させられ
るよう、強制的に操作介入ができる設計である
こと。

　3-2　最大離陸重量25kg以上の無人航空機
　最大離陸重量が25kg以上の無人航空機について
は、前述の全ての無人航空機が備えるべき機能およ
び性能の基準に加え、次に掲げる基準にも適合する
必要がある。
（1） 想定される全ての運用に耐え得る堅牢性を有す
ること。
（2） 機体を整備することにより、100時間以上の飛
行に耐え得る耐久性を有すること。
（3） 機体と操縦装置との間の通信は、他の機器に悪
影響を与えないこと。
（4）  発動機、モーターまたはプロペラ（ローター）
が故障した後、これらの破損した部品が飛散する恐
れができる限り少ない構造であること。
（5） 事故発生時に、その原因調査をするための飛行
諸元を記録できる機能を有すること。
（6） 以下の想定される不具合モードに対し、適切な
フェールセーフ機能を有すること。
①通信系統に関して、
　・電波状況の悪化による通信不通
　・操縦装置の故障
　・他の操縦装置との混信
　・送受信機の故障
②推進系統に関して、発動機の場合は、
　・発動機の出力の低下または停止
　・不時回転数上昇
　電動の場合は、
　・モーターの回転数の減少、停止
　・モーターの回転数上昇
③電源系統に関して、
　・機体の主電源消失
　・操縦装置の主電源消失
④自動制御系統に関して、
　・制御計算機の故障
　以上のように、基準は最大離陸重量25kgを境に
分けられている。現在市販されているほぼ全てのド
ローンの離陸重量は25kg未満の小型・軽量であり、
それら多くの実績により、上記基準のうち、全ての
無人航空機が備えるべき機能および性能に関する基
準は、明確化されているといっても良い。一方、最
近の産業用ドローンの一つの傾向として大型化がみ

られる。例えば、物資輸送や農薬散布ドローンは性
能を上げるために大型化している。しかし、最大離
陸重量25kg以上のドローンの基準が具体化してい
ないために、多くのドローンの離陸重量が25kgに
抑えられており、大型ドローンの耐空証明（安全基
準）、型式証明（機体認証・製造認証）、許可承認要
件等の制度検討が必要である。

　規制ばかりが注目されるドローンであるが、その
利活用は大きな可能性を秘めているのはいうまでも
ない。2015年11月、安倍晋三首相は「早ければ3
年以内に小型無人機（ドローン）を使った荷物配送
を可能にする」と述べ、物流や運搬におけるドロー
ンの本格活用の検討が本格化した。それを受け、
2015年12月から2018年12月にかけて内閣府で「小
型無人機に係る環境整備に向けた官民協議会」が定
期的に開かれた。この官民協議会において、小型無
人航空機の安全な利活用のための技術開発と環境整
備に関する「空の産業革命に向けたロードマップ」
（Fig.5）が定められた。
　ロードマップでは、ドローンの飛行形態を以下の
4つのレベルに分けている。
レベル1：目視内での操縦飛行
レベル2：目視内での自動・自律飛行
レベル3：無人地帯（第三者が立ち入る可能性の低
い山、海水域、河川・湖沼、森林等）での目視外飛行（補
助者の配置なし）
レベル４：有人地帯（第三者上空）での目視外飛行（補
助者の配置なし）
　その上で、2020年代後半以降の有人地帯におけ
る完全自律ドローンの飛行に向けてのロードマップ
とガイドラインが示された。
　現在、レベル1からレベル2による目視内飛行は
趣味、産業用途を問わず、既に活用が進められて
いるが、レベル3からレベル4の目視外飛行を行う
にあたっては、上述の目視を代替する機能が必要
である。レベル3に対しては、国土交通省は「無人
航空機の目視外飛行に関する要件」（Fig.6）を明ら
かにした。これを受けて、2018年からレベル3相当
の目視外飛行の試験が始まった。レベル3からレベ
ル4を実現する環境整備のための研究開発も始まっ
ている。その代表が、空域内を飛行する複数のド
ローンの情報を集約し、ドローンの飛行申請・許可、
運行管理を統合的に行う無人航空機管制（UTM、 

　現在、複数の民間団体が独自にドローンの認定資
格を設けており、全国に操縦訓練校が多く存在して
いる。そこでは、初心者レベルから高度なレベルま
でを対象に、独自のカリキュラムによる法規、技術、
気象、操縦実技などの教育訓練が実施されている。
これらスクールでドローンについて講習を受けるこ
とは許可申請時に役に立ち、また一部の書類を省略
できる場合もあり、自らの技能を証明することにも
なる。
　諸外国においては、欧州は各国ごとに異なるルー
ルを定めており、国によって若干の違いがあるもの
の、おおむねわが国と大きな違いはない。一方、米
国にも飛行に関するルールが存在することに加え、
商業目的で小型無人航空機を飛行させる場合、
FAA（連邦航空局）認定のライセンスが必要である。
また、個人が趣味等の目的で飛行させる場合、全て
の機体（0.55lb.（約250g）以上55lb.（約25kg）未満）
を登録し、発行された登録証を携帯し、また登録番
号シールを機体に添付する必要がある。
　最近、世界的にドローンの事故に対する第三者へ
の対人・対物賠償、自損に対する補償などの目的で、
いわゆる「ドローン保険」が生まれ、加入者が増え
ている。加入を義務付ける国も多いが、日本では法

的な義務付けは存在しない。ただし、国土交通省の
ガイドラインには、不測の事態に備え、保険に加入
しておくことを推奨している。保険会社からは、さ
まざまな条件のドローン保険が売り出されるととも
に、ドローンメーカーや販売店がドローンとセット
で保険を販売することもあるようである。
　2-6　改正航空法の運用状況
　Fig.3によると、2015年12月に改正航空法が施行
された後に、小型無人航空機の飛行許可申請件数は
徐々に増加しているが、2018年4月にオンライン申
請が可能となったことで、一気にその数が増した。
また、Fig.4によると、許可を求める項目で最も多
いのは、人口集中地区（DID）での飛行と、第三者
の人、または物件との間の飛行距離が30m以内に
なることへの許可である。飛行の目的は空撮が最も
多く、測量、インフラ点検・保守と続く。また、ほ
ぼすべてのドローンが保険に加入しているのがわか
る。
　また、国土交通省は、事故等情報の義務報告制度
や、いわゆるヒヤリ・ハット情報の報告の仕組み、
事故等情報の収集・分析システムの構築を進めてい
る。これまで国土交通省に寄せられた事故報告は、
「ドローン情報基盤システム（Drone/UAS Information Platform System）」４）で公開されている。

　2015年12月に改正航空法が施行されたことに伴
い、国土交通省は「無人航空機の飛行に関する許可・
承認の審査要領」を制定した。そこには、無人航空
機が備えるべき機能および性能に関する基準が定め
られている。これら基準に適合した一定の型式の無
人航空機については、国土交通省が「基準適合機」
として認め、飛行許可申請の際に機体および操縦装
置の性能を示す資料の一部を省略することが認めら
れている。
　3-1　全ての無人航空機
　全ての無人航空機が備えるべき機能および性能に
関する基準は、以下の通りである。
（1） 鋭利な突起物のない構造であること（構造上、
必要なものを除く）。
（2）無人航空機の位置および向きが正確に視認でき
る灯火、または表示等を有していること。
（3） 無人航空機を飛行させる者が燃料、またはバッ
テリーの状態を確認できること。
（4） 遠隔操作により飛行させることができる無人航
空機の場合には、上記（1）～（3）の基準に加え、

①特別な操作技術、または過度な注意力を要する
ことなく、安定した離陸および着陸ができるこ
と。

②特別な操作技術、または過度な注意力を要する
ことなく、安定した飛行（上昇、前後移動、水
平方向の飛行、ホバリング（回転翼航空機に限
る）、下降等）ができること。

③緊急時に機体が暴走しないよう、操縦装置の主
電源の切断、または同等な手段により、モーター
または発動機を停止できること。

④操縦装置は、操作の誤りの恐れができる限り少
ないようにしたものであること。

⑤操縦装置により適切に無人航空機を制御できる
こと。

（5）自動操縦により飛行させることができる無人航
空機の場合には、上記（1）～（3）の基準に加え、
①自動操縦システム（自動操縦により飛行させる
ためのシステム）により、安定した離陸および
着陸ができること。

②自動操縦システムにより、安定した飛行（上昇、
前後移動、水平方向の飛行、ホバリング（回転
翼航空機に限る）、下降等）ができること。

③あらかじめ設定された飛行プログラムに関わら



　「ドローン」という言葉が一般に使われ出して久
しいが、ドローンは俗称であり、正式には「無人航
空機」（Unmanned Aerial Vehicle、あるいはUnmanned 
Aerial System）という。もともと、ラジコン飛行
機などの遠隔操縦の小型無人航空機は、大人の趣味
として昔から存在し、全国各地に愛好者が団体を組

織して、土地管理者の許可を得て飛行を楽しんでい
た。また、日本には小型の農薬散布ヘリコプターが
多く出回り、民需産業用の無人機大国でもあった。
もともと航空法には無人航空機に関する規定はな
く、個人や運用者が自主的にルールを作り、安全な
飛行を行っていた。そんな中、1990年代後半にな
ると、バッテリー、モーターの性能が向上し、それ
までアルコールを主な燃料としていたエンジン機に
加えて電動機が登場した。電動機は、エンジン機に
比べれば飛行時間は短いが、可燃性の液体燃料を使
わないため、扱いが容易である。電動機はバッテリー
能力向上とともに、2000年代に入ると一気に数を
増した。電動機も初めはエンジン機のエンジンを置

き換えた固定翼タイプ、または、ヘリコプタータイ
プの航空機が多かった。しかし、センサー、マイコ
ン技術の発達とともに、多回転翼機のマルチコプ
タータイプが登場し始めた。
　「ドローン」という無人航空機は軍事用途で使わ
れていたが、2010年、フランスのParrot社から
AR. Droneという製品のマルチコプターが販売され
ヒットしたことで、世界的に「マルチコプター」が「ド
ローン」と呼ばれるようになり、さらには固定翼機
を含むあらゆる無人航空機がドローンと呼ばれるよ
うになってしまった。普及を始めたドローンは、飛
行の手軽さもあってホビー、空撮を中心に広まって
いったが、徐々に危険な飛行が目立つようになって
いった。そして、2015年4月、首相官邸の屋上でド
ローンが落下しているのが発見されたことをきっか
けに、それまで航空法をはじめ、法的な規制がなかっ
たドローンに対する法規制の議論が本格化し、その
年の12月10日にドローンのルールを新たに盛り込
んだ改正航空法が施行された。それまで自主的な
ルールで飛行させてきた趣味で飛ばすラジコン飛行
機や農薬散布ヘリコプターも、改正航空法施行以後
は、新ルールに従って飛行させなければならなく
なった。
　本稿は、ドローン、すなわち無人航空機に関する
法規制を中心に、改正航空法やその他法規における
飛行の要件、機体としての要件、また「空の産業革命」
ともいわれるドローンの将来を見据えた規制の変化
を解説する。

　2-1　「無人航空機」とは
　「無人航空機」の定義は、航空法第二条第二十二
項にある。すなわち、「無人航空機」とは、航空の
用に供することができる飛行機、回転翼航空機、
滑空機、飛行船、その他政令で定める機器であって、
構造上、人が乗ることができないもののうち、遠
隔操作または自動操縦（プログラムにより自動的
に操縦を行うことをいう）により飛行させること
ができるもの（その重量、その他の事由を勘案して、
その飛行により航空機の航行の安全並びに、地上
および水上の人および物件の安全が損なわれる恐
れがないものとして国土交通省令で定めるものを
除く）をいう。
　また、航空法に付随し、航空法の運用の細目など
を定めた航空法施行規則によると、重量が200g未

満のものは、無人航空機の対象から除外されると規
定されている。なお、ここで重量とは、無人航空機
本体の重量およびバッテリーの重量の合計であり、
バッテリー以外の取り外し可能な付属品の重量は含
まない。すなわち、200g未満は以下で示す航空法
の適用は受けない。
　2-2　無人航空機の飛行の許可が必要となる空域
　航空法には、原則として国土交通省の許可・承認
の必要がない飛行空域と飛行方法が示されている。
それ以外の航空機の飛行安全に影響を及ぼす恐れの
ある空域や、落下した場合に地上の人などに危害を
及ぼす恐れが高い空域において、無人航空機を飛行
させる場合には、国土交通大臣の許可や承認が必要
である。
　原則飛行禁止の空域は、以下の通りである（Fig.1）。
（A）空港等の周辺（進入表面等）の上空の空域
　空港および飛行場の周辺は示されている通り、飛
行禁止であるが、ビルの屋上などに設置してあるヘ
リポート周辺も禁止空域になっている。
（B）150m以上の高さの空域
　ここで150m以上の高さとは、地表からの高さを
指している。例えば、山頂から150m上空に無人航
空機を上昇させた後、山の麓まで同じ高さで飛行
させると150mを超えてしまうので、注意が必要で
ある。
（C）人口集中地区の上空
　ここでいう人口集中地区とは、毎年実施される国
勢調査で、おおむね人口が1km2当たり4,000人以上
の地域であり、DID（Densely Inhabited District）
と呼ばれている。その範囲は総務省、国土交通省、
国土地理院（地理院地図）のホームページ２）に示
されている。日本全国の3～4%が、これに該当する。
例えば、東京23区はすべて飛行禁止区域である。
注意が必要なのは、このDIDに含まれている地域
では、どれほど広い私有地があったとしても無人航
空機を無許可で飛ばすことはできないという点であ
る。また、地上とワイヤー等でつながれていても、
無人航空機として扱われる。一方、網等で四方八方
が囲まれ、無人航空機が物理的に外部に出ることが
ない空間等については屋内とされ、飛行に関する規
制はない。外部と隔離されたトンネル内も、同じ扱
いである。
　2-3　無人航空機の飛行の方法
　無人航空機を飛行させる場合、飛行させる場所に
関わらず、以下のルールを守る必要がある（Fig.2）。

このルールによらず、無人航空機を飛行させようと
する場合には、あらかじめ国土交通大臣の承認を受
ける必要がある。
（1）日中（日出から日没まで）に飛行させること。
（2）目視（直接肉眼による）範囲内で、無人航空機
とその周囲を常時監視して飛行させること。
　自分の目視で見通せる範囲（目視範囲）のことを、
VLOS（Visual-Line-Of-Sight）と呼ぶ。ここでの目
視とは、無人航空機を飛行させる者本人が自分の目
で見ることをいい、補助者による目視は該当せず、
モニターを通して見ること、双眼鏡やカメラ等を
用いて見ることは目視に当たらない。特に、FPV
（First Person View）といい、一人称視点でドロー
ンからの映像を見ながら飛行させることが、空撮や
ドローンの競技会で流行っている。この場合であっ
ても、どれほど鮮明な映像が見えていても目視に当
たらない。このため、現在、完全プログラム化され
た自動飛行ドローンであっても、長距離飛行が原則
禁止されている。
（3）人（第三者）または物件（第三者の建物、自動

車など）との間に30m以上の距離を保って飛行さ
せること。
（4）祭礼、縁日など多数の人が集まる催しの上空で
飛行させないこと。
　2017年11月、岐阜県大垣市のイベント会場で「お
菓子まき」をしていたドローンが墜落して、けが人
を出した事故があった。この事故を契機に、ドロー
ンの飛行高度に応じた具体的な立ち入り禁止区画の
設置が義務付けられた。さらに、プロペラガード等
の接触時の被害を軽減する措置が義務化され、風速
制限、飛行速度制限も設けられることになった。
（5）爆発物など危険物を輸送しないこと。
（6）無人航空機から物を投下しないこと。
　投下の禁止に関しては、例えば、水や農薬等をド
ローンによって散布する場合も含まれる。
　なお、都道府県・市区町村等の地方公共団体が定
める条例等により、飛行が禁止されている場所・地
域もあるので注意が必要である。
　航空法に加えて、「国会議事堂、内閣総理大臣官
邸その他の国の重要な施設等、外国公館等及び原子

力事業所の周辺地域の上空における小型無人機等の
飛行の禁止に関する法律」（小型無人機等飛行禁止
法）が存在し、さらに、その改正法案が2019年5月
24日に公布され、6月13日に施行される。法律の名
称通り、政府の重要施設と自衛隊施設、在日米軍施
設、2019年ラグビーワールドカップ大会会場、
2020年東京オリンピック・パラリンピック大会会
場とその周辺おおむね300mの地域での小型無人機
の飛行を原則禁止している。加えて、「航空法及び
運輸安全委員会設置法の一部を改正する法律案」が
国会審議中であり、そこでは飲酒時の操縦禁止、飛
行前の点検の遵守、衝突予防の遵守、危険な飛行の
禁止、無人航空機の飛行を行う者等に対する報告徴
収・立入検査制度を新設することが挙げられている。
　2-4　航空法以外の従来法による規定
　航空法以外の法律も小型無人航空機の飛行を規制
しているので注意が必要である。
（1）電波法
　地上からドローンを操縦する電波、あるいはド
ローンを遠隔でモニタリングする通信電波の周波数
と強度は、国の許可を得る必要があり、技術基準適
合製品を使わなければならない。現在、一般にドロー
ンの操縦で使用する電波の周波数は、免許不要の
2.4GHz帯、一部は920MHz帯を使用している（産
業用ヘリコプターは一部73MHzなど）。この2.4GHz
周波数帯はいろいろな分野で使用されており、無線
LANや電子レンジなどでも使用されている。電波
の直進性が強く、そのため、機体が遮蔽物に隠れる
と、電波が遮断される可能性がある。また、使用者
同士の運用調節は不要であるという利点がある一
方、場合によっては、他の機体と混信する可能性が
あることに注意が必要である。一方、第三級陸上特
殊無線技士以上の資格を得ることによって、
2.4GHz、5.7GHzを電波出力1Wまで使用すること
ができ、また169MHz帯も、10mWまで許可される
ようになる。高周波数帯はコマンド、テレメトリ、
画像伝送の使用に向き、低周波数は遮蔽物にも強く、
長距離伝送が可能であるため、バックアップ用とし
て適している。ちなみに、携帯電話等をドローンに
搭載して、大容量かつ長距離の通信を確保しようと
考えることがある。この場合、携帯電話等事業者を
主に対象とした実用化試験局の免許手続きが必要で
ある。携帯電話等は地上での利用を前提に設計され
た無線局であり、この手続きなしでは、上空で利用
することはできない。

（2）個人情報保護法
　総務省は2015年6月に「ドローンによる撮影映像
等のインターネット上での取扱に係わるガイドライ
ン」を発表した。ドローンで撮影した画像を非撮影
者などに許可なくインターネットなどで不特定多数
の人に公開すると、個人情報保護法違反になる場合
がある。ただし、同意を得ることが難しい場合、ガ
イドライン中では、
① 住宅地にカメラを向けないようにするなど撮影
態様に配慮すること。

② プライバシー侵害の可能性がある撮影映像等に
ぼかしを入れるなどの配慮をすること。

③ 撮影映像等をインターネット上で公開するサー
ビスを提供する電気通信事業者においては、削
除依頼への対応を適切に行うこと。

の3点を具体的に注意すべき事項として挙げている。
（3）道路交通法
　道路上の人、車両などの通行や安全に影響する行
為に関しては、所轄警察から許可を得る必要がある。
例えば、道路上空を横切る飛行をドローンにさせる
場合、これに該当する可能性がある。
（4）民法
　民法第207条に「土地の所有権は、法令の制限内
において、その土地の上下に及ぶ」との条文があり、
無断で他人の土地の上空飛行はできない。
（5）刑法
　不注意により鉄道、船舶などの安全な往来や破損
事故などを起こした場合、「過失往来危険罪」に問
われることがある。
（6）廃棄物の処理および清掃に関する法律（廃棄物
処理法）
　電子回路を含むドローンの廃棄に注意が必要なの
はいうまでもないが、墜落して場所がわからなく
なったドローンを放置しておくと不法投棄と見なさ
れる可能性がある。墜落によってバッテリーが損傷
し発火する可能性もあるので注意が必要である。
　2-5　操縦ライセンスと保険
　日本は国として、小型無人航空機の操縦に免許、
ライセンスを定めていない。しかし、既述の禁止事
項の飛行を許可する条件の一つに、最低10時間の
操縦経験があることが求められている。すなわち、
自動車運転免許のような免許による資格ではなく、
知識や経験のレベルを求めている。なお、10時間
という経験は許可申請に当たり、本人が申告するこ
とになっており、許可申請書に記入する。

Unmanned Traffic Management）システムの開発
である。都市部を複数のドローンが飛び交うことを
可能とする飛行ルール作りが始まっている。

　本稿では、航空法が改正された、2015年12月以
降の無人航空機の法規制の要点を示した。ドローン
は空の産業革命とも呼ばれ、将来性の期待が大きい。
それゆえに、正しくドローンのことを知り、正しい
知識を持った上で、利活用の議論がされていくこと
を期待している。
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ず、常時、不具合発生時等において、無人航空
機を飛行させる者が機体を安全に着陸させられ
るよう、強制的に操作介入ができる設計である
こと。

　3-2　最大離陸重量25kg以上の無人航空機
　最大離陸重量が25kg以上の無人航空機について
は、前述の全ての無人航空機が備えるべき機能およ
び性能の基準に加え、次に掲げる基準にも適合する
必要がある。
（1） 想定される全ての運用に耐え得る堅牢性を有す
ること。
（2） 機体を整備することにより、100時間以上の飛
行に耐え得る耐久性を有すること。
（3） 機体と操縦装置との間の通信は、他の機器に悪
影響を与えないこと。
（4）  発動機、モーターまたはプロペラ（ローター）
が故障した後、これらの破損した部品が飛散する恐
れができる限り少ない構造であること。
（5） 事故発生時に、その原因調査をするための飛行
諸元を記録できる機能を有すること。
（6） 以下の想定される不具合モードに対し、適切な
フェールセーフ機能を有すること。
①通信系統に関して、
　・電波状況の悪化による通信不通
　・操縦装置の故障
　・他の操縦装置との混信
　・送受信機の故障
②推進系統に関して、発動機の場合は、
　・発動機の出力の低下または停止
　・不時回転数上昇
　電動の場合は、
　・モーターの回転数の減少、停止
　・モーターの回転数上昇
③電源系統に関して、
　・機体の主電源消失
　・操縦装置の主電源消失
④自動制御系統に関して、
　・制御計算機の故障
　以上のように、基準は最大離陸重量25kgを境に
分けられている。現在市販されているほぼ全てのド
ローンの離陸重量は25kg未満の小型・軽量であり、
それら多くの実績により、上記基準のうち、全ての
無人航空機が備えるべき機能および性能に関する基
準は、明確化されているといっても良い。一方、最
近の産業用ドローンの一つの傾向として大型化がみ

られる。例えば、物資輸送や農薬散布ドローンは性
能を上げるために大型化している。しかし、最大離
陸重量25kg以上のドローンの基準が具体化してい
ないために、多くのドローンの離陸重量が25kgに
抑えられており、大型ドローンの耐空証明（安全基
準）、型式証明（機体認証・製造認証）、許可承認要
件等の制度検討が必要である。

　規制ばかりが注目されるドローンであるが、その
利活用は大きな可能性を秘めているのはいうまでも
ない。2015年11月、安倍晋三首相は「早ければ3
年以内に小型無人機（ドローン）を使った荷物配送
を可能にする」と述べ、物流や運搬におけるドロー
ンの本格活用の検討が本格化した。それを受け、
2015年12月から2018年12月にかけて内閣府で「小
型無人機に係る環境整備に向けた官民協議会」が定
期的に開かれた。この官民協議会において、小型無
人航空機の安全な利活用のための技術開発と環境整
備に関する「空の産業革命に向けたロードマップ」
（Fig.5）が定められた。
　ロードマップでは、ドローンの飛行形態を以下の
4つのレベルに分けている。
レベル1：目視内での操縦飛行
レベル2：目視内での自動・自律飛行
レベル3：無人地帯（第三者が立ち入る可能性の低
い山、海水域、河川・湖沼、森林等）での目視外飛行（補
助者の配置なし）
レベル４：有人地帯（第三者上空）での目視外飛行（補
助者の配置なし）
　その上で、2020年代後半以降の有人地帯におけ
る完全自律ドローンの飛行に向けてのロードマップ
とガイドラインが示された。
　現在、レベル1からレベル2による目視内飛行は
趣味、産業用途を問わず、既に活用が進められて
いるが、レベル3からレベル4の目視外飛行を行う
にあたっては、上述の目視を代替する機能が必要
である。レベル3に対しては、国土交通省は「無人
航空機の目視外飛行に関する要件」（Fig.6）を明ら
かにした。これを受けて、2018年からレベル3相当
の目視外飛行の試験が始まった。レベル3からレベ
ル4を実現する環境整備のための研究開発も始まっ
ている。その代表が、空域内を飛行する複数のド
ローンの情報を集約し、ドローンの飛行申請・許可、
運行管理を統合的に行う無人航空機管制（UTM、 
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　現在、複数の民間団体が独自にドローンの認定資
格を設けており、全国に操縦訓練校が多く存在して
いる。そこでは、初心者レベルから高度なレベルま
でを対象に、独自のカリキュラムによる法規、技術、
気象、操縦実技などの教育訓練が実施されている。
これらスクールでドローンについて講習を受けるこ
とは許可申請時に役に立ち、また一部の書類を省略
できる場合もあり、自らの技能を証明することにも
なる。
　諸外国においては、欧州は各国ごとに異なるルー
ルを定めており、国によって若干の違いがあるもの
の、おおむねわが国と大きな違いはない。一方、米
国にも飛行に関するルールが存在することに加え、
商業目的で小型無人航空機を飛行させる場合、
FAA（連邦航空局）認定のライセンスが必要である。
また、個人が趣味等の目的で飛行させる場合、全て
の機体（0.55lb.（約250g）以上55lb.（約25kg）未満）
を登録し、発行された登録証を携帯し、また登録番
号シールを機体に添付する必要がある。
　最近、世界的にドローンの事故に対する第三者へ
の対人・対物賠償、自損に対する補償などの目的で、
いわゆる「ドローン保険」が生まれ、加入者が増え
ている。加入を義務付ける国も多いが、日本では法

的な義務付けは存在しない。ただし、国土交通省の
ガイドラインには、不測の事態に備え、保険に加入
しておくことを推奨している。保険会社からは、さ
まざまな条件のドローン保険が売り出されるととも
に、ドローンメーカーや販売店がドローンとセット
で保険を販売することもあるようである。
　2-6　改正航空法の運用状況
　Fig.3によると、2015年12月に改正航空法が施行
された後に、小型無人航空機の飛行許可申請件数は
徐々に増加しているが、2018年4月にオンライン申
請が可能となったことで、一気にその数が増した。
また、Fig.4によると、許可を求める項目で最も多
いのは、人口集中地区（DID）での飛行と、第三者
の人、または物件との間の飛行距離が30m以内に
なることへの許可である。飛行の目的は空撮が最も
多く、測量、インフラ点検・保守と続く。また、ほ
ぼすべてのドローンが保険に加入しているのがわか
る。
　また、国土交通省は、事故等情報の義務報告制度
や、いわゆるヒヤリ・ハット情報の報告の仕組み、
事故等情報の収集・分析システムの構築を進めてい
る。これまで国土交通省に寄せられた事故報告は、
「ドローン情報基盤システム（Drone/UAS Information Platform System）」４）で公開されている。

　2015年12月に改正航空法が施行されたことに伴
い、国土交通省は「無人航空機の飛行に関する許可・
承認の審査要領」を制定した。そこには、無人航空
機が備えるべき機能および性能に関する基準が定め
られている。これら基準に適合した一定の型式の無
人航空機については、国土交通省が「基準適合機」
として認め、飛行許可申請の際に機体および操縦装
置の性能を示す資料の一部を省略することが認めら
れている。
　3-1　全ての無人航空機
　全ての無人航空機が備えるべき機能および性能に
関する基準は、以下の通りである。
（1） 鋭利な突起物のない構造であること（構造上、
必要なものを除く）。
（2）無人航空機の位置および向きが正確に視認でき
る灯火、または表示等を有していること。
（3） 無人航空機を飛行させる者が燃料、またはバッ
テリーの状態を確認できること。
（4） 遠隔操作により飛行させることができる無人航
空機の場合には、上記（1）～（3）の基準に加え、

①特別な操作技術、または過度な注意力を要する
ことなく、安定した離陸および着陸ができるこ
と。

②特別な操作技術、または過度な注意力を要する
ことなく、安定した飛行（上昇、前後移動、水
平方向の飛行、ホバリング（回転翼航空機に限
る）、下降等）ができること。

③緊急時に機体が暴走しないよう、操縦装置の主
電源の切断、または同等な手段により、モーター
または発動機を停止できること。

④操縦装置は、操作の誤りの恐れができる限り少
ないようにしたものであること。

⑤操縦装置により適切に無人航空機を制御できる
こと。

（5）自動操縦により飛行させることができる無人航
空機の場合には、上記（1）～（3）の基準に加え、
①自動操縦システム（自動操縦により飛行させる
ためのシステム）により、安定した離陸および
着陸ができること。

②自動操縦システムにより、安定した飛行（上昇、
前後移動、水平方向の飛行、ホバリング（回転
翼航空機に限る）、下降等）ができること。

③あらかじめ設定された飛行プログラムに関わら

Fig.5　空の産業革命に向けたロードマップ５）

Fig.6　無人航空機の目視外飛行に関する要件６）



　「ドローン」という言葉が一般に使われ出して久
しいが、ドローンは俗称であり、正式には「無人航
空機」（Unmanned Aerial Vehicle、あるいはUnmanned 
Aerial System）という。もともと、ラジコン飛行
機などの遠隔操縦の小型無人航空機は、大人の趣味
として昔から存在し、全国各地に愛好者が団体を組

織して、土地管理者の許可を得て飛行を楽しんでい
た。また、日本には小型の農薬散布ヘリコプターが
多く出回り、民需産業用の無人機大国でもあった。
もともと航空法には無人航空機に関する規定はな
く、個人や運用者が自主的にルールを作り、安全な
飛行を行っていた。そんな中、1990年代後半にな
ると、バッテリー、モーターの性能が向上し、それ
までアルコールを主な燃料としていたエンジン機に
加えて電動機が登場した。電動機は、エンジン機に
比べれば飛行時間は短いが、可燃性の液体燃料を使
わないため、扱いが容易である。電動機はバッテリー
能力向上とともに、2000年代に入ると一気に数を
増した。電動機も初めはエンジン機のエンジンを置

　5.　おわりに

き換えた固定翼タイプ、または、ヘリコプタータイ
プの航空機が多かった。しかし、センサー、マイコ
ン技術の発達とともに、多回転翼機のマルチコプ
タータイプが登場し始めた。
　「ドローン」という無人航空機は軍事用途で使わ
れていたが、2010年、フランスのParrot社から
AR. Droneという製品のマルチコプターが販売され
ヒットしたことで、世界的に「マルチコプター」が「ド
ローン」と呼ばれるようになり、さらには固定翼機
を含むあらゆる無人航空機がドローンと呼ばれるよ
うになってしまった。普及を始めたドローンは、飛
行の手軽さもあってホビー、空撮を中心に広まって
いったが、徐々に危険な飛行が目立つようになって
いった。そして、2015年4月、首相官邸の屋上でド
ローンが落下しているのが発見されたことをきっか
けに、それまで航空法をはじめ、法的な規制がなかっ
たドローンに対する法規制の議論が本格化し、その
年の12月10日にドローンのルールを新たに盛り込
んだ改正航空法が施行された。それまで自主的な
ルールで飛行させてきた趣味で飛ばすラジコン飛行
機や農薬散布ヘリコプターも、改正航空法施行以後
は、新ルールに従って飛行させなければならなく
なった。
　本稿は、ドローン、すなわち無人航空機に関する
法規制を中心に、改正航空法やその他法規における
飛行の要件、機体としての要件、また「空の産業革命」
ともいわれるドローンの将来を見据えた規制の変化
を解説する。

　2-1　「無人航空機」とは
　「無人航空機」の定義は、航空法第二条第二十二
項にある。すなわち、「無人航空機」とは、航空の
用に供することができる飛行機、回転翼航空機、
滑空機、飛行船、その他政令で定める機器であって、
構造上、人が乗ることができないもののうち、遠
隔操作または自動操縦（プログラムにより自動的
に操縦を行うことをいう）により飛行させること
ができるもの（その重量、その他の事由を勘案して、
その飛行により航空機の航行の安全並びに、地上
および水上の人および物件の安全が損なわれる恐
れがないものとして国土交通省令で定めるものを
除く）をいう。
　また、航空法に付随し、航空法の運用の細目など
を定めた航空法施行規則によると、重量が200g未

満のものは、無人航空機の対象から除外されると規
定されている。なお、ここで重量とは、無人航空機
本体の重量およびバッテリーの重量の合計であり、
バッテリー以外の取り外し可能な付属品の重量は含
まない。すなわち、200g未満は以下で示す航空法
の適用は受けない。
　2-2　無人航空機の飛行の許可が必要となる空域
　航空法には、原則として国土交通省の許可・承認
の必要がない飛行空域と飛行方法が示されている。
それ以外の航空機の飛行安全に影響を及ぼす恐れの
ある空域や、落下した場合に地上の人などに危害を
及ぼす恐れが高い空域において、無人航空機を飛行
させる場合には、国土交通大臣の許可や承認が必要
である。
　原則飛行禁止の空域は、以下の通りである（Fig.1）。
（A）空港等の周辺（進入表面等）の上空の空域
　空港および飛行場の周辺は示されている通り、飛
行禁止であるが、ビルの屋上などに設置してあるヘ
リポート周辺も禁止空域になっている。
（B）150m以上の高さの空域
　ここで150m以上の高さとは、地表からの高さを
指している。例えば、山頂から150m上空に無人航
空機を上昇させた後、山の麓まで同じ高さで飛行
させると150mを超えてしまうので、注意が必要で
ある。
（C）人口集中地区の上空
　ここでいう人口集中地区とは、毎年実施される国
勢調査で、おおむね人口が1km2当たり4,000人以上
の地域であり、DID（Densely Inhabited District）
と呼ばれている。その範囲は総務省、国土交通省、
国土地理院（地理院地図）のホームページ２）に示
されている。日本全国の3～4%が、これに該当する。
例えば、東京23区はすべて飛行禁止区域である。
注意が必要なのは、このDIDに含まれている地域
では、どれほど広い私有地があったとしても無人航
空機を無許可で飛ばすことはできないという点であ
る。また、地上とワイヤー等でつながれていても、
無人航空機として扱われる。一方、網等で四方八方
が囲まれ、無人航空機が物理的に外部に出ることが
ない空間等については屋内とされ、飛行に関する規
制はない。外部と隔離されたトンネル内も、同じ扱
いである。
　2-3　無人航空機の飛行の方法
　無人航空機を飛行させる場合、飛行させる場所に
関わらず、以下のルールを守る必要がある（Fig.2）。

このルールによらず、無人航空機を飛行させようと
する場合には、あらかじめ国土交通大臣の承認を受
ける必要がある。
（1）日中（日出から日没まで）に飛行させること。
（2）目視（直接肉眼による）範囲内で、無人航空機
とその周囲を常時監視して飛行させること。
　自分の目視で見通せる範囲（目視範囲）のことを、
VLOS（Visual-Line-Of-Sight）と呼ぶ。ここでの目
視とは、無人航空機を飛行させる者本人が自分の目
で見ることをいい、補助者による目視は該当せず、
モニターを通して見ること、双眼鏡やカメラ等を
用いて見ることは目視に当たらない。特に、FPV
（First Person View）といい、一人称視点でドロー
ンからの映像を見ながら飛行させることが、空撮や
ドローンの競技会で流行っている。この場合であっ
ても、どれほど鮮明な映像が見えていても目視に当
たらない。このため、現在、完全プログラム化され
た自動飛行ドローンであっても、長距離飛行が原則
禁止されている。
（3）人（第三者）または物件（第三者の建物、自動

車など）との間に30m以上の距離を保って飛行さ
せること。
（4）祭礼、縁日など多数の人が集まる催しの上空で
飛行させないこと。
　2017年11月、岐阜県大垣市のイベント会場で「お
菓子まき」をしていたドローンが墜落して、けが人
を出した事故があった。この事故を契機に、ドロー
ンの飛行高度に応じた具体的な立ち入り禁止区画の
設置が義務付けられた。さらに、プロペラガード等
の接触時の被害を軽減する措置が義務化され、風速
制限、飛行速度制限も設けられることになった。
（5）爆発物など危険物を輸送しないこと。
（6）無人航空機から物を投下しないこと。
　投下の禁止に関しては、例えば、水や農薬等をド
ローンによって散布する場合も含まれる。
　なお、都道府県・市区町村等の地方公共団体が定
める条例等により、飛行が禁止されている場所・地
域もあるので注意が必要である。
　航空法に加えて、「国会議事堂、内閣総理大臣官
邸その他の国の重要な施設等、外国公館等及び原子

力事業所の周辺地域の上空における小型無人機等の
飛行の禁止に関する法律」（小型無人機等飛行禁止
法）が存在し、さらに、その改正法案が2019年5月
24日に公布され、6月13日に施行される。法律の名
称通り、政府の重要施設と自衛隊施設、在日米軍施
設、2019年ラグビーワールドカップ大会会場、
2020年東京オリンピック・パラリンピック大会会
場とその周辺おおむね300mの地域での小型無人機
の飛行を原則禁止している。加えて、「航空法及び
運輸安全委員会設置法の一部を改正する法律案」が
国会審議中であり、そこでは飲酒時の操縦禁止、飛
行前の点検の遵守、衝突予防の遵守、危険な飛行の
禁止、無人航空機の飛行を行う者等に対する報告徴
収・立入検査制度を新設することが挙げられている。
　2-4　航空法以外の従来法による規定
　航空法以外の法律も小型無人航空機の飛行を規制
しているので注意が必要である。
（1）電波法
　地上からドローンを操縦する電波、あるいはド
ローンを遠隔でモニタリングする通信電波の周波数
と強度は、国の許可を得る必要があり、技術基準適
合製品を使わなければならない。現在、一般にドロー
ンの操縦で使用する電波の周波数は、免許不要の
2.4GHz帯、一部は920MHz帯を使用している（産
業用ヘリコプターは一部73MHzなど）。この2.4GHz
周波数帯はいろいろな分野で使用されており、無線
LANや電子レンジなどでも使用されている。電波
の直進性が強く、そのため、機体が遮蔽物に隠れる
と、電波が遮断される可能性がある。また、使用者
同士の運用調節は不要であるという利点がある一
方、場合によっては、他の機体と混信する可能性が
あることに注意が必要である。一方、第三級陸上特
殊無線技士以上の資格を得ることによって、
2.4GHz、5.7GHzを電波出力1Wまで使用すること
ができ、また169MHz帯も、10mWまで許可される
ようになる。高周波数帯はコマンド、テレメトリ、
画像伝送の使用に向き、低周波数は遮蔽物にも強く、
長距離伝送が可能であるため、バックアップ用とし
て適している。ちなみに、携帯電話等をドローンに
搭載して、大容量かつ長距離の通信を確保しようと
考えることがある。この場合、携帯電話等事業者を
主に対象とした実用化試験局の免許手続きが必要で
ある。携帯電話等は地上での利用を前提に設計され
た無線局であり、この手続きなしでは、上空で利用
することはできない。

（2）個人情報保護法
　総務省は2015年6月に「ドローンによる撮影映像
等のインターネット上での取扱に係わるガイドライ
ン」を発表した。ドローンで撮影した画像を非撮影
者などに許可なくインターネットなどで不特定多数
の人に公開すると、個人情報保護法違反になる場合
がある。ただし、同意を得ることが難しい場合、ガ
イドライン中では、
① 住宅地にカメラを向けないようにするなど撮影
態様に配慮すること。

② プライバシー侵害の可能性がある撮影映像等に
ぼかしを入れるなどの配慮をすること。

③ 撮影映像等をインターネット上で公開するサー
ビスを提供する電気通信事業者においては、削
除依頼への対応を適切に行うこと。

の3点を具体的に注意すべき事項として挙げている。
（3）道路交通法
　道路上の人、車両などの通行や安全に影響する行
為に関しては、所轄警察から許可を得る必要がある。
例えば、道路上空を横切る飛行をドローンにさせる
場合、これに該当する可能性がある。
（4）民法
　民法第207条に「土地の所有権は、法令の制限内
において、その土地の上下に及ぶ」との条文があり、
無断で他人の土地の上空飛行はできない。
（5）刑法
　不注意により鉄道、船舶などの安全な往来や破損
事故などを起こした場合、「過失往来危険罪」に問
われることがある。
（6）廃棄物の処理および清掃に関する法律（廃棄物
処理法）
　電子回路を含むドローンの廃棄に注意が必要なの
はいうまでもないが、墜落して場所がわからなく
なったドローンを放置しておくと不法投棄と見なさ
れる可能性がある。墜落によってバッテリーが損傷
し発火する可能性もあるので注意が必要である。
　2-5　操縦ライセンスと保険
　日本は国として、小型無人航空機の操縦に免許、
ライセンスを定めていない。しかし、既述の禁止事
項の飛行を許可する条件の一つに、最低10時間の
操縦経験があることが求められている。すなわち、
自動車運転免許のような免許による資格ではなく、
知識や経験のレベルを求めている。なお、10時間
という経験は許可申請に当たり、本人が申告するこ
とになっており、許可申請書に記入する。
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Unmanned Traffic Management）システムの開発
である。都市部を複数のドローンが飛び交うことを
可能とする飛行ルール作りが始まっている。

　本稿では、航空法が改正された、2015年12月以
降の無人航空機の法規制の要点を示した。ドローン
は空の産業革命とも呼ばれ、将来性の期待が大きい。
それゆえに、正しくドローンのことを知り、正しい
知識を持った上で、利活用の議論がされていくこと
を期待している。
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ず、常時、不具合発生時等において、無人航空
機を飛行させる者が機体を安全に着陸させられ
るよう、強制的に操作介入ができる設計である
こと。

　3-2　最大離陸重量25kg以上の無人航空機
　最大離陸重量が25kg以上の無人航空機について
は、前述の全ての無人航空機が備えるべき機能およ
び性能の基準に加え、次に掲げる基準にも適合する
必要がある。
（1） 想定される全ての運用に耐え得る堅牢性を有す
ること。
（2） 機体を整備することにより、100時間以上の飛
行に耐え得る耐久性を有すること。
（3） 機体と操縦装置との間の通信は、他の機器に悪
影響を与えないこと。
（4）  発動機、モーターまたはプロペラ（ローター）
が故障した後、これらの破損した部品が飛散する恐
れができる限り少ない構造であること。
（5） 事故発生時に、その原因調査をするための飛行
諸元を記録できる機能を有すること。
（6） 以下の想定される不具合モードに対し、適切な
フェールセーフ機能を有すること。
①通信系統に関して、
　・電波状況の悪化による通信不通
　・操縦装置の故障
　・他の操縦装置との混信
　・送受信機の故障
②推進系統に関して、発動機の場合は、
　・発動機の出力の低下または停止
　・不時回転数上昇
　電動の場合は、
　・モーターの回転数の減少、停止
　・モーターの回転数上昇
③電源系統に関して、
　・機体の主電源消失
　・操縦装置の主電源消失
④自動制御系統に関して、
　・制御計算機の故障
　以上のように、基準は最大離陸重量25kgを境に
分けられている。現在市販されているほぼ全てのド
ローンの離陸重量は25kg未満の小型・軽量であり、
それら多くの実績により、上記基準のうち、全ての
無人航空機が備えるべき機能および性能に関する基
準は、明確化されているといっても良い。一方、最
近の産業用ドローンの一つの傾向として大型化がみ

られる。例えば、物資輸送や農薬散布ドローンは性
能を上げるために大型化している。しかし、最大離
陸重量25kg以上のドローンの基準が具体化してい
ないために、多くのドローンの離陸重量が25kgに
抑えられており、大型ドローンの耐空証明（安全基
準）、型式証明（機体認証・製造認証）、許可承認要
件等の制度検討が必要である。

　規制ばかりが注目されるドローンであるが、その
利活用は大きな可能性を秘めているのはいうまでも
ない。2015年11月、安倍晋三首相は「早ければ3
年以内に小型無人機（ドローン）を使った荷物配送
を可能にする」と述べ、物流や運搬におけるドロー
ンの本格活用の検討が本格化した。それを受け、
2015年12月から2018年12月にかけて内閣府で「小
型無人機に係る環境整備に向けた官民協議会」が定
期的に開かれた。この官民協議会において、小型無
人航空機の安全な利活用のための技術開発と環境整
備に関する「空の産業革命に向けたロードマップ」
（Fig.5）が定められた。
　ロードマップでは、ドローンの飛行形態を以下の
4つのレベルに分けている。
レベル1：目視内での操縦飛行
レベル2：目視内での自動・自律飛行
レベル3：無人地帯（第三者が立ち入る可能性の低
い山、海水域、河川・湖沼、森林等）での目視外飛行（補
助者の配置なし）
レベル４：有人地帯（第三者上空）での目視外飛行（補
助者の配置なし）
　その上で、2020年代後半以降の有人地帯におけ
る完全自律ドローンの飛行に向けてのロードマップ
とガイドラインが示された。
　現在、レベル1からレベル2による目視内飛行は
趣味、産業用途を問わず、既に活用が進められて
いるが、レベル3からレベル4の目視外飛行を行う
にあたっては、上述の目視を代替する機能が必要
である。レベル3に対しては、国土交通省は「無人
航空機の目視外飛行に関する要件」（Fig.6）を明ら
かにした。これを受けて、2018年からレベル3相当
の目視外飛行の試験が始まった。レベル3からレベ
ル4を実現する環境整備のための研究開発も始まっ
ている。その代表が、空域内を飛行する複数のド
ローンの情報を集約し、ドローンの飛行申請・許可、
運行管理を統合的に行う無人航空機管制（UTM、 

　現在、複数の民間団体が独自にドローンの認定資
格を設けており、全国に操縦訓練校が多く存在して
いる。そこでは、初心者レベルから高度なレベルま
でを対象に、独自のカリキュラムによる法規、技術、
気象、操縦実技などの教育訓練が実施されている。
これらスクールでドローンについて講習を受けるこ
とは許可申請時に役に立ち、また一部の書類を省略
できる場合もあり、自らの技能を証明することにも
なる。
　諸外国においては、欧州は各国ごとに異なるルー
ルを定めており、国によって若干の違いがあるもの
の、おおむねわが国と大きな違いはない。一方、米
国にも飛行に関するルールが存在することに加え、
商業目的で小型無人航空機を飛行させる場合、
FAA（連邦航空局）認定のライセンスが必要である。
また、個人が趣味等の目的で飛行させる場合、全て
の機体（0.55lb.（約250g）以上55lb.（約25kg）未満）
を登録し、発行された登録証を携帯し、また登録番
号シールを機体に添付する必要がある。
　最近、世界的にドローンの事故に対する第三者へ
の対人・対物賠償、自損に対する補償などの目的で、
いわゆる「ドローン保険」が生まれ、加入者が増え
ている。加入を義務付ける国も多いが、日本では法

的な義務付けは存在しない。ただし、国土交通省の
ガイドラインには、不測の事態に備え、保険に加入
しておくことを推奨している。保険会社からは、さ
まざまな条件のドローン保険が売り出されるととも
に、ドローンメーカーや販売店がドローンとセット
で保険を販売することもあるようである。
　2-6　改正航空法の運用状況
　Fig.3によると、2015年12月に改正航空法が施行
された後に、小型無人航空機の飛行許可申請件数は
徐々に増加しているが、2018年4月にオンライン申
請が可能となったことで、一気にその数が増した。
また、Fig.4によると、許可を求める項目で最も多
いのは、人口集中地区（DID）での飛行と、第三者
の人、または物件との間の飛行距離が30m以内に
なることへの許可である。飛行の目的は空撮が最も
多く、測量、インフラ点検・保守と続く。また、ほ
ぼすべてのドローンが保険に加入しているのがわか
る。
　また、国土交通省は、事故等情報の義務報告制度
や、いわゆるヒヤリ・ハット情報の報告の仕組み、
事故等情報の収集・分析システムの構築を進めてい
る。これまで国土交通省に寄せられた事故報告は、
「ドローン情報基盤システム（Drone/UAS Information Platform System）」４）で公開されている。

　2015年12月に改正航空法が施行されたことに伴
い、国土交通省は「無人航空機の飛行に関する許可・
承認の審査要領」を制定した。そこには、無人航空
機が備えるべき機能および性能に関する基準が定め
られている。これら基準に適合した一定の型式の無
人航空機については、国土交通省が「基準適合機」
として認め、飛行許可申請の際に機体および操縦装
置の性能を示す資料の一部を省略することが認めら
れている。
　3-1　全ての無人航空機
　全ての無人航空機が備えるべき機能および性能に
関する基準は、以下の通りである。
（1） 鋭利な突起物のない構造であること（構造上、
必要なものを除く）。
（2）無人航空機の位置および向きが正確に視認でき
る灯火、または表示等を有していること。
（3） 無人航空機を飛行させる者が燃料、またはバッ
テリーの状態を確認できること。
（4） 遠隔操作により飛行させることができる無人航
空機の場合には、上記（1）～（3）の基準に加え、

①特別な操作技術、または過度な注意力を要する
ことなく、安定した離陸および着陸ができるこ
と。

②特別な操作技術、または過度な注意力を要する
ことなく、安定した飛行（上昇、前後移動、水
平方向の飛行、ホバリング（回転翼航空機に限
る）、下降等）ができること。

③緊急時に機体が暴走しないよう、操縦装置の主
電源の切断、または同等な手段により、モーター
または発動機を停止できること。

④操縦装置は、操作の誤りの恐れができる限り少
ないようにしたものであること。

⑤操縦装置により適切に無人航空機を制御できる
こと。

（5）自動操縦により飛行させることができる無人航
空機の場合には、上記（1）～（3）の基準に加え、
①自動操縦システム（自動操縦により飛行させる
ためのシステム）により、安定した離陸および
着陸ができること。

②自動操縦システムにより、安定した飛行（上昇、
前後移動、水平方向の飛行、ホバリング（回転
翼航空機に限る）、下降等）ができること。

③あらかじめ設定された飛行プログラムに関わら


